
池田市 子ども・健康部 子ども・若者政策課

平成２８年度実施状況報告書



はじめに 

池田市では、平成１７年度から平成２６年度までの１０年間において「池田

市次世代育成支援行動計画（前期・後期）」に沿って多様な子育て支援施策を推

進するとともに、「池田市子ども条例」の制定、「池田市子ども・子育て会議」

の設置により、安心して子どもを生み育てられる環境の充実に努めてまいりま

した。 

平成２７年度からは、子ども・子育て支援新制度に基づき、「質の高い幼児期

の学校教育・保育の総合的な提供」「保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的

改善」「地域の子ども・子育て支援の充実」に向けた取組を計画的に推進するた

め、子ども・子育て支援法により、市町村に子ども・子育て支援事業計画の策

定が義務付けられました。本市では、これまでの次世代育成支援に関する取組

と評価を踏まえ、次世代育成支援行動計画と一体となった「池田市子ども・子

育て支援事業計画」を策定し、平成３１年度までの期間において各種施策を推

進することとしています。 

平成２８年度においては、「子ども・子育て支援日本一」を掲げ、「ふくまる

キッズ園」の整備などによる待機児童の解消や、利用者支援事業・産後ケア事

業を実施し妊娠から出産・子育てへの切れ目のない支援に取り組んでまいりま

した。平成２９年度においては、私立認定こども園３園と保育所１園を認可し

保育環境を整備するとともに、保育士確保に向けた取組を進めてまいります。

また、産前・産後サポート事業として、助産師による育児相談会や授乳相談を

開始し、さらなる支援体制の強化を図ります。 

本計画の策定後の各種施策（事業）の推進に際しては、毎年度、計画の基本

目標の達成に向けて進行状況の把握・点検・評価を行うこととしており、本報

告書は平成２８年度の実施状況を明らかにするものです。 
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第１節  計画策定の背景及び趣旨 

急速な少子高齢化の進行は、就労環境の変化をはじめ、地域社会の活力の低下、結婚や子どもを

生み育てることに対する意識等の変化をもたらしています。本市においても、子どもや子育て家庭

を取り巻く環境は大きく変化しており、子育てを社会全体で支援していくことが必要となっていま

す。 

このような状況の中、国においては、次代の社会を担う子どもを健やかに生み育てる環境整備を

図るため、平成15年に「次世代育成支援対策推進法」（以下「次世代法」という。）を制定し、次世

代育成に向けた取り組みを進めてきました。その後、平成22年１月には「子ども・子育てビジョン」

を閣議決定し、子ども・子育て新システム検討会議を設置、幼保一体化を含む新たな次世代育成支

援のための包括的・一元的な制度（子ども・子育て支援新制度。以下「新制度」という。）の構築に

ついて検討が始まりました。 

新制度では、「子どもの最善の利益」を実現する社会をめざすことを前提に、従来の子育て支援に

関する制度や財源を一元化して新しい仕組みを構築し、幼児期の学校教育・保育の一体的な提供、

保育の量的拡充、家庭における養育支援等を総合的に推進していくことをめざしています。平成27

年度からの新制度の開始に向けて、新しいシステムを円滑に推進できるよう、認定こども園、幼稚

園、保育所を通じた共通の新たな給付や、認定こども園法の見直し・改正などが盛り込まれた、子

ども・子育て支援法（以下「支援法」という。）を含む「子ども・子育て関連３法」が平成24年に

制定されました。 

本市においては、平成17年３月に「池田市次世代育成支援行動計画（新・いけだ子ども未来夢プ

ラン／前期計画：平成17年度から21年度）を、また、平成22年３月には前期計画を見直し、後期

計画（平成22年度から26年度）を策定し、子どもを生み育てることに喜びを感じ、また、地域の

輪の中で、子どもが健やかに生まれ、夢と希望をもってのびのびと育まれるまちをめざし、家庭と

地域、企業や行政が一体となった取り組みを平成26年度まで進めてきました。 

平成 27 年度からは、子育てに対する孤立感や負担感を抱える家庭への支援をはじめ、結婚や出

産・子育てしやすい環境づくりなど、子どもを生み育てることをめぐる諸課題を解決するため、新

制度に基づき、「質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供」「保育の量的拡大・確保、教育・

保育の質的改善」「地域の子ども・子育て支援の充実」に向けた取り組みを計画的に推進するため、

支援法に定める子ども・子育て支援事業計画（以下「事業計画」という。）の策定が市町村に義務付

けられました。 

また、平成26年４月には、「次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代育成支援

対策推進法の一部を改正する法律」が成立しました。これにより次世代法が10年間延長され、次世

代法に基づく「行動計画」は、「事業計画」と一体のものとして策定することが可能とされました。 

これらを受けて、平成26年度までの次世代育成支援に関する取り組みの評価・課題を踏まえ、平

成26年度の重点項目を主要施策とした行動計画を含む「池田市子ども・子育て支援事業計画」を策

定し、子ども・子育て支援事業と一体的に推進しています。 

第１章 計画の概要  

【子ども・子育て関連３法】 

・子ども・子育て支援法 

・就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（認

定こども園法）の一部改正法 

・子ども・子育て支援法及び認定こども園の一部改正法の施行に伴う関係法律の

整備等に関する法律 
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第２節  子ども・子育て新制度の概要 

新制度は、「子ども・子育て関連３法」に基づく制度で、「質の高い幼児期の学校教育・保育の総

合的な提供」「保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善」「地域の子ども・子育て支援の充実」

を目的としています。 

１．新制度のポイント                          

■質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供 

幼児教育と保育を一体的に提供する認定こども園の普及のため、認可・指導・監督の一本化など

制度の改善が図られます。具体的には、認定こども園のうち、「幼保連携型認定こども園」という種

類の認定こども園について見直しを行い、これまで複雑であった設置の手続きを簡素化するほか、

行政からの指導・監督や財政措置が一本化されます。 

■保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善 

市町村は、地域のニーズを踏まえ「事業計画」を定め、認定こども園や保育所、新設される地域

型保育事業を組み合わせて計画的に整備していきます。 

また、認定こども園、幼稚園、保育所の給付制度を統一するとともに、地域型保育事業の給付制

度の創設など、教育・保育に対する財政措置の充実を図ります。 

■地域の子ども・子育て支援の充実 

地域における子育て支援に関するニーズに対応するため、「利用者支援事業」など新たな事業の創

設や「放課後児童健全育成事業」「一時預かり事業」など、既存事業の充実を図ります。 

２．新制度における給付・事業の全体像                      

新制度では、「子ども・子育て支援給付」として、認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の

給付である「施設型給付」と小規模保育等への給付である「地域型保育給付」が創設されます。 

また、「地域子ども・子育て支援事業」として13事業を実施し、すべての子育て家庭への支援を

充実します。 

新制度における給付・事業の全体像は次のとおりです。 

子ども・子育て支援給付 地域子ども・子育て支援事業 

①利用者支援事業 

②地域子育て支援拠点事業 

③妊婦健康診査 

④乳児家庭全戸訪問事業 

⑤養育支援訪問事業、 

子どもを守るための地域ネットワーク機能強化事業 

⑥子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 

⑦子育て援助活動支援事業 

（ファミリー・サポート・センター事業） 

⑧一時預かり事業 

⑨時間外保育事業（延長保育事業） 

⑩病児・病後児保育事業 

⑪放課後児童健全育成事業（留守家庭児童会） 

⑫実費徴収に係る補足給付事業 

⑬多様な主体の新制度に参入することを促進するための

事業 

②児童手当（中学生まで） 

■施設型給付 

幼稚園、保育所、 

認定こども園 

■地域型保育給付 

小規模保育、家庭的保育、 

居宅訪問型保育、 

事業所内保育 

①教育・保育給付（就学前児童） 
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第３節  計画の性格と位置づけ 

本計画は、支援法第２条（基本理念）を踏まえ、同法第61条の規定に基づく「事業計画」（策定

義務）に位置づけられるとともに、次世代法第８条の規定に基づく市町村行動計画（次世代育成支

援行動計画・任意策定）と一体的に策定したものです。 

【行動計画から事業計画への流れ】 

平成17～21年度 平成22～26年度 平成27～31年度 

見直し 策定 

第４節  計画の期間

本計画は、平成27年度から平成31年度までの５年間をⅠ期として推進します。 

なお、計画は５年を一期としていることから、平成31年度中に第Ⅰ期計画の見直しを行い、

平成32年度を始期とする第Ⅱ期計画を策定します。 

また、本計画における施策が、効果的に実現するよう進捗状況を管理するとともに、必要に応

じて計画の見直しを行うなど弾力的な対応を図ります。 

【計画の期間】 

平成 

27年度

平成 

28年度

平成 

29年度

平成 

30年度

平成 

31年度

平成 

32年度

平成 

33年度

平成 

34年度

平成 

35年度

平成 

36年度

見直し 
年度 

次世代育成支援行動計画・前期計画 次世代育成支援行動計画・後期計画

子ども・子育て支援事業計画

(次世代育成支援行動計画と一体化)

【子ども・子育て支援法から抜粋】

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第六十一条 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する

計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。

第Ⅱ期計画推進期間

第Ⅰ期計画推進期間
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○ 少子化の進行・出生数の減少、婚姻数の減少 

○ 核家族化の進展・核家族世帯数の増加、一世帯あたり人数の減少 

○ 保育所入所児童数の増加   など 

【池田市の将来推計人口】 

第１節  計画の基本理念

第２節  基本目標 

■ 子どもの最善の利益を尊重します。 

■ ともに育ち、ともに歩む子育てを考えます。 

■ 地域･社会の輪の中で次代の親となる子どもの健やかな育

ちを見守ります。 

■ 子育ての喜びがより広がる施策を推進します。 

■ 子育てと仕事が両立できる社会を考えます。 

子育てを喜び、子どもの健やかな成長を支えるまち、いけだ 

第２章 池田市の子どもを取り巻く環境  

第３章 計画の基本的考え方  

・子育ち・親育ちを応援する環境づくり 

・子どもが安心して生み育てることができる環境づくり 

・仕事と生活の調和を実現できる環境づくり 

・子どもがのびのび育つ安全・安心な環境づくり 

・子どもの人権を守る環境づくり 
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平成 22年度の池田市次世代育成支援行動計画では、子育て支援・少子化対策を計画的に推進する

ため、幅広い分野にわたる様々な事業に取り組んできました。これらの取り組みの中で、さらに計画

を実効性のあるものとするため、特に重点的に推進すべき10施策を定め、推進してきました。 

これらの重点施策は平成27年度以降も引き続き継続して取り組んでいます。また、平成27年度

からは、「重点施策９ 要保護及び要支援児童と家庭への支援の充実」に、新たに児童家庭相談事業、

児童虐待発生予防事業、虐待相談・児童相談を追加し、虐待防止施策の充実を図っています。 

取り組み状況は次のとおりです。 

重点施策 ①母子の健康保持・推進 

            ②食育の推進 

            ③地域における子育て支援サービスの推進 

            ④多様なニーズに応える保育サービスの推進 

            ⑤子育て支援ネットワークの充実 

            ⑥学校教育・就学前教育の充実 

            ⑦思春期健康教育・保健対策の推進 

            ⑧障がいのある子どもの自立と社会参加 

            ⑨要保護及び要支援児童と家庭への支援の充実 

            ⑩不登校児童・生徒等の自立支援の充実 

※周知方法：母子健康手帳交付時に受診券を配布

※周知方法：母子健康手帳交付時に説明。出生届時に窓口で「出生連絡票」を回収

     年度 

指標 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

平成 29 年 

目標 

平成 31 年 

目標 

延受診者数 

実人員 

9,849 

812 

10,422 

835 

10,497 

828 

9,417 

884 

9,415 

917 

9,800 

817 

9,607 

795 

     年度 

指標 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

平成 29 年 

目標 

平成 31 年 

目標 

訪問実家庭数 653 686 693 640 621 660 658 

妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図り、安心して妊娠・出産ができる体制を充実

します。                        

 重点施策・ 1  母子の健康保持・推進 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭に助産師・保健師が訪問し、保健指導を行います。

〔健康増進課〕（０９２） 妊婦健康診査

〔健康増進課〕（０９６） 乳児家庭全戸訪問事業 

第４章 次世代育成支援施策における重点施策の取り組み状況 
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     年度 

指標 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

平成 29 年 

目標 

平成 31 年 

目標 

地域 

子育て 

支援拠点 

事業 

地域 

子育て 

支援拠点 

事業 

(ｾﾝﾀｰ型)  

1 か所 

（ひろば型） 

3 か所 

地域 

子育て 

支援拠点 

事業 

(一般型) 

4 か所 

地域 

子育て 

支援拠点 

事業 

(一般型)  

4 か所 

地域 

子育て 

支援拠点 

事業 

(一般型)  

4 か所 

地域 

子育て 

支援拠点 

事業 

(一般型)  

4 か所 

地域 

子育て 

支援拠点 

事業 

(一般型)  

4 か所 

地域 

子育て 

支援拠点 

事業 

(一般型) 

5 か所 

※周知方法：チラシ、市の広報誌、ホームページ、携帯サイト等にて情報を公開する。 

※平成25年度から地域子育て支援拠点の類型が変更。 

     年度 

指標 
平成 24年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

平成 29 年 

目標 

平成 31 年 

目標 

食育推進 

計画作成 

（学校） 

5 中学 

作成 

中学校給食

の開始に向け

5 中学再考 

中学校給食 

実施に伴う 

5 中学作成 

食育推進計

画に基づく

取り組みを

実施 

食育推進計

画に基づく

取り組みを

実施 

食育推進計

画に基づく取

り組みを検証 

小中学校 9年

間の連携した

食育推進計

画の作成 

食育推進 

計画作成 

（全体） 

検討中 検討中 検討中 検討中 

食育推進計

画作成に向

け関係機関

で情報共有 

食育推進計

画作成の具

体的進め方

の検討・決定 

妊婦・0～5

歳･6～15 歳

の一貫した食

育推進計画

の作成 

 重点施策・３  地域における子育て支援サービスの推進 

地域子育て支援拠点事業の充実を図ります。 

①子育て親子の交流 

②子育て等に関する相談の実施 

③子育て支援に関する相談の実施 

④講習などの実施 

〔子育て支援課〕（０６７） 地域子育て支援拠点事業 

 重点施策・ 2  食育の推進 

ライフステージの各段階に通じた食育推進計画の検討を行います。 

〔健康増進課、学校教育推進課、幼児保育課〕（１０３） 食育推進事業 
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待機児童が発生しないよう、定員枠の拡大をするなど、弾力的な対応に努めます。

※周知方法：ホームページ・保育所ガイド（年間1,200冊を幼児保育課の窓口と主な施設にて配布）

重点施策・５  子育て支援ネットワークの充実 

※周知方法：子育て中の親子を対象とするイベント・中学校区の子育てマップの作成等 

    年度 

指標 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

平成 29 年 

目標 

平成 31 年 

目標 

保育所数

(定員) 

公 6・私 8

（560・700） 

公 6・私 8

（560・700） 

公 6・私 8

（560・700） 

公 5・私 11 

・認 1 

(450・860 

・81)

公 5・私 11 

・認 1・小 2 

(450・860 

・81・34)

公 5・私 10 

・認 4・小 2 

(450・669 

・381・51)

公 4・私 10 

・認 7・小 2 

(340・692 

・678・34) 

児童数 

就学前児

1,335 

5,366 

1,349 

5,318 

1,374 

5,133 

1,466 

5,114 

1,502 

5,072 

1,601 

5,018 

1,744 

4,996 

入所率 24.88％ 25.37％ 26.77％ 28.67％ 29.61％ 31.90％ 34.91％ 

     年度 

指標 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

平成29年 

目標 

平成 31 年 

目標 

5 中学校区 

年 3 回以上

の開催 

4 機関以上

の構成 

5 中学校区

での特色あ

る推進会議

の開催 

地域の子育

て力を高め

るような取り

組みを目指

しネットワー

クを構築す

る。 

5 中学校区

での特色あ

る推進会議

の開催 

地域の子育

て力を高め

るような取り

組みを目指

しネットワー

クを構築す

る。 

5 中学校区

での特色あ

る推進会議

の開催 

地域の子育

て力を高め

るような取り

組みを目指

す。（地域が

主体となる

会議） 

5 中学校区

での特色あ

る推進会議

の開催 

地域の子育

て力を高め

るような取り

組みを目指

す。（地域が

主体となる

会議） 

5 中学校区

での特色あ

る推進会議

の開催 

地域の子育

て力を高め

るような取り

組みを目指

す。（地域が

主体となる

会議） 

5 中学校区

で の 特 色

ある推進会

議の開催 

地 域の子

育て力を高

めるような

取り組みを

目指す。 （地

域が主体と

なる会議） 

5 中学校区

での特色あ

る推進会議

の開催 

地域の子育

て力を高め

るような取り

組みを目指

す。（地域が

主体となる

会議） 

 重点施策・4  多様なニーズに応える保育サービスの推進

〔子育て支援課〕（０８９） 中学校区推進会議 

中学校区の子育て支援推進会議のネットワークの強化を図ります。         

〔幼児保育課〕（080） 保育所入所事業 
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※周知方法：チラシ、市の広報誌、ホームページ等にて情報を公開する。

     年度 

指標 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

平成29年 

目標 

平成 31 年 

目標 

指導の充実 
小中一貫ベ

ーシックカリ

キュラムの

学校園での

活用。 

小中一貫ベ

ーシックカリ

キュラムの

学校園での

活用と研究。 

各学園 9 年

間のカリキュ

ラム研究を

進める。 

各学園 9 年

間のカリキュ

ラム研究の

推進。 

各学園 9 年

間のカリキュ

ラム研究の

推進。 

学 習指導

要領の改

訂を見据え

た9年間の

カリキュラ

ム 研究 の

推進。 

学習指導要

領の改訂を

踏まえた 9

年間のカリ

キュラム研

究・編成。 

    年度 

指標 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

平成 29 年 

目標 

平成 31 年 

目標 

研究モデル 

校区の設置 

全中学校区 

にて研究を 

継続 

（5 中学校区） 

全中学校区 

にて研究を 

継続 

（5中学校区） 

全中学校区 

（学園）にて

小中一貫教

育本格実施

（5 学園） 

施設一体型

小中一貫校

開校 

全学園（5学

園）にて小

中一貫教育

本格実施 

継続 

全学園（5 学

園）にて小中

一貫教育本

格実施継続 

全学園 （ 5

学園）にて

小中一貫教

育本格実施

継続 

いけだ学 

カリキュラ

ムの完成 

     年度 

指標 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

平成 29 年 

目標 

平成 31年 

目標 

総合企画推

進会議開催 

教育ﾌｫｰﾗﾑ

開催 

3 回 

1 回 

3 回 

1 回 

3 回 

1 回 

3 回 

1 回 

2 回 

1 回 

（池田教育フ

ェスタと名称

変更） 

3 回 
（総合企画推進

事業検証会議

と名称変更） 

1 回 

3 回 

1 回 

 重点施策・６  学校教育・就学前教育の充実

様々な教育課題に対し、学識者を含めた「総合企画推進会議」を開催し、「教育のまち池田」にふ

さわしい今後の教育改革の方向性を検討します。

〔教育政策課〕（０１７） 「教育のまち池田」総合企画推進事業 

 重点施策・７  思春期健康教育・保健対策の推進

保健体育・家庭科教育の充実 〔学校教育推進課、健康増進課〕（０２３） 

次代の親となることが期待される子どもが、身近な地域で健やかに自分の子どもを生み育てること

ができるよう、母性・父性に関する正しい知識の普及を促す健康教育や保健指導の充実を図ります。

義務教育9年間を連続した期間と捉えた教育課程を編成し、継続的な指導体制及び教育環境を整

備します。          

〔教育政策課〕（017） 小中一貫教育推進事業  

※周知方法：市の広報誌やホームページ等にて適宜、情報を公開する。
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     年度 

指標 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

平成 29 年 

目標 

平成 31 年 

目標 

発達支援システ

ム検討委員会

（療育相談システ

ム会議） 

研修等 

1 回 

4 回 

1 回 

7 回 

1 回 

7 回 

2 回 

7 回 

2 回 

7 回 

2 回 

7 回 

3 回 

7 回 

     年度 

指標 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成29年 

目標 

平成 31 年 

目標 

実人数 

延回数 

実施回数 

126 

1,786 

504 

130 

1,652 

485 

107 

1,181 

439 

46 

565 

248 

20 

383 

216 

30 

500 

240 

50 

700 

250 

     年度 

指標 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成29年 

目標 

平成 31 年 

目標 

訪問実家庭数 

訪問延件数 

57 

105 

33 

75 

23 

71 

19 

70 

30 

136 

35 

140 

65 

130 

 重点施策・８  障がいのある子どもの自立と社会参加

発達支援システム推進事業 〔発達支援課〕（049） 

ノーマライゼーションの理念を基本に、障がい（児）・者の生涯にわたる一貫した地域での処遇体

制を構築するため、関係機関との連携を図り、相談システムの充実に努めます。また、施設等職員

に療育に関する助言、技術指導、研修などを行います。 

障がい者機能訓練（保健福祉総合センター） 〔障がい福祉課〕（057） 

心身機能の維持回復を図るため理学療法士による必要な訓練を行います。

 重点施策・９  要保護及び要支援児童と家庭への支援の充実

養育支援訪問事業 〔子育て支援課、健康増進課〕（０６１） 

養育支援が必要な家庭に訪問し、その家庭の児童及び養育者に対して、必要な援助を行います。 

また、要支援家庭に対する支援のネットワークづくりをしていきます。 
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     年度 

指標 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

目標 

平成 31 年 

目標 

児童家庭相

談における連

携及び支援

体制の充実 

－ － － 

要保護児童

対策地域協

議会における

会議運営につ

いて検討。 

要保護児童対

策地域協議会

における会議運

営及び体制に

ついて検討。 

要保護児童対策

地域協議会の支

援体制強化に向

け、運営整備に

ついて検討。 

要保護児童

対策地域協

議会における

連携及び支援

体制の強化。 

     年度 

指標 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

目標 

平成 31 年 

目標 

児童虐待発

生予防にお

ける支援の

充実 

－ － － 

未受診ケース

の調査や啓

発活動及び支

援プログラム

の実施。 

未受診ケース

の調査や啓発

活動及び支援

プログラムの 

継続実施。 

未受診ケースの

調査や啓発活動

及び支援プログ

ラム継続実施の

ための講師の 

育成。 

児童虐待発

生予防の取り

組みを継続実

施し早期対応

の定着化。 

     年度 

指標 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

目標 

平成 31 年 

目標 

虐待相談（児

童相談）にお

ける連携と支

援の充実 

－ － － 

関係機関と連

携を図り、 

虐待相談（児

童相談）にお

ける支援の実

施。 

関係機関と連携

を図り、虐待相

談（児童相談）

における支援の

向上。 

関係機関との 

連携強化のた

め、支援の一体

性及び連続性

を確保し、円滑

な協働体制を 

推進。 

関係機関と連

携強化し、 

虐待相談（児

童相談）にお

ける支援の充

実。 

児童家庭相談事業      〔子育て支援課〕（０５９）【新規】

児童虐待など子どもと家庭に関する相談を行うとともに、関連機関との連携を図り、 

子どもと家庭の支援を行います。 

児童虐待発生予防事業 〔子育て支援課〕（０５９）【新規】

  関係機関からの情報提供をもとに調査を行い、必要に応じて支援を行います。 

  児童虐待発生予防の啓発活動や、親及び子ども支援プログラムの実施に取り組みます。

虐待相談（児童相談） 〔子育て支援課、大阪府池田子ども家庭センター〕（０５９）

  児童虐待の通告及び相談の受理と相談支援、措置等を行います。 

  子どもの安全を第一に考え、引き続き関係機関と連携を図り、子どもと家庭の支援を丁寧に行

っていきます。 

【新規】
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※周知方法：・市広報（６月号）及び教育センターのＨＰに掲載。校園長会で定期的に周知している。

※周知方法：・教育センター及びＮＰＯ法人のＨＰに掲載。校園長会で定期的に周知している。

     年度 

指標 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

平成29年 

目標 

平成 31 年 

目標 

ｻﾎﾟｰﾀｰ人数 

活動回数 

11 人 

819 回 

9人 

809 回 

8人 

743 回 

8 人 

783 回 

8 人 

748 回 

15 人 

1,200 回 

10人 

800 回 

     年度 

指標 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

平成29年 

目標 

平成 31 年 

目標 

相談件数 

受理終了会議 

3,170 

32 

3,206 

38 

2,872 

33 

2,636 

37 

3,579 

27 

3,600 

30 

2,900 

35 

     年度 

指標 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

平成29年 

目標 

平成 31 年 

目標 

支援件数 3,004 4,152 3,900 4,094 4,493  4,500 3,800 

〔教育センター〕（０６４） 

 重点施策・１０  不登校児童・生徒等の自立支援の充実

いじめ・不登校問題対策事業   〔教育センター〕（０６４） 

いじめ・不登校問題を中心に、課題を抱える児童生徒及びその保護者・家庭を支援するため、小中学

校へ「いじめ・不登校対応支援員」を派遣し、校内における児童生徒支援の推進を図ります。｢いじ

め・不登校対応支援員｣は、学校の教職員と連携・協働の下、不登校児童生徒への早期対応及び不登

校の未然防止への支援や、準不登校児童生徒に対する校内適応指導教室等での支援等を中心に活動し

ます。（平成２９年度より「いじめ・不登校等トータルサポート事業」に名称変更） 

教育相談 〔教育センター〕（０６４） 

市民サービスとしての教育相談、子どもと保護者、学校現場の要望に応えた相談体制を充実し

ながら適切な対応をしていき、保護者や児童・生徒の課題解決に努めていきます。 

NPO 連携教育相談 

ＮＰＯの独自性、機動性、柔軟性を発揮し学校に適応できない児童・生徒（不登校児童・生徒）

や保護者のニーズにあった場を設定することにより、きめ細やかな対応を図ります。 
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     年度 

指標 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

平成29年 

目標 

平成 31 年 

目標 

相談回数 2,547 
（中）2,460 

（小）524 

（中）2,500 

（小）1,211 

（中）2,904 

（小）1613 

（中）2,340 

（小）2,390 

（中）2,500 

（小）2,000 

（中）2,500 

（小）1,500 

※周知方法：・各学校の入学式や始業式等で、児童・生徒及び保護者へ紹介している。

       ・学校だより等で定期的にカウンセリング活動を紹介している。

     年度 

指標 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

平成29年 

目標 

平成 31 年 

目標 

開所日数 

在籍数 

146 

11 

153 

13 

152 

13 

113 

9 

152 

12 

150 

12 

152 

10 

※周知方法：・市広報（６月号）及び教育センターのＨＰに掲載している。

       ・校園長会で定期的に周知している。

       ・各学校から担当者が参加する学期に１回実施している「いじめ・不登校問題対策委員会」

で周知している。

スクールカウンセラー活用事業 〔教育センター〕（０６５） 

市立学校に、児童・生徒の臨床心理に関して専門知識と経験を有するスクールカウンセラーを

配置し、学校の教育相談の充実を図ります。      

適 応 指 導 〔教育センター〕（０６６） 

不登校等集団に適応しにくい児童・生徒に対して、教育相談や適応指導教室（ビーンズ）等を

実施します。また、いじめ・非行・問題行動等の課題を抱える児童・生徒の教育相談体制を充

実します。旧伏尾台小学校における教育相談機能の支援を図ります。
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第1節 子育ち・親育ちを応援する環境づくり 
1．次代の親を育む環境の整備・充実
① 市民の子育てに対する関心の醸成 

(ⅰ) 子どもの権利と子育てに関する意識啓発の推進                                                   単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

001 子ども・子育て

会議の運営 

（「子ども条例」

の普及・啓発） 

「子ども･子育て会議」において子ども･

子育て支援に関する施策を総合的に

推進するとともに、「子ども条例」の趣

旨の理解促進を図る広報・啓発活動を

行う。 

82 
会議開催     3回 

委員数      15名 

子育て支援や幼児期の教育・保育

についての率直な議論が行わ

れ、子ども・子育て支援事業計画

及び今後の子育て支援施策の推

進を図った。 

子ども・

若者政策課

28決算額 

50 

002 子育てに関す

る情報の提供 

子育てニ－ズが多種多様化する中で、

必要な人に必要な情報が届くよう努め

る。 

1,800 
年間総アクセス数 

21,418回 

子育て応援WEB サイト「kodomoto

いけだ」を運営し、妊娠・出産・子育

てに関する情報を一元的に発信し

た。 

子ども・

若者政策課

28決算額 

1,800 

(ⅱ) 子どもの健全育成に関する啓発活動の推進                                                      単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

003 計画の周知 パンフレットの作成・配布、子育てに関

するイベントや講座等を利用して周知

を図るなど計画のPRに努める。 

－ 

広報誌は見やすいよ

うにレイアウトを変え

たり、各地域で情報共

有を行ったりしなが

ら、利用者に伝わるよ

う努めた。 

パンフレットは毎年更新発行し、タ

イムリ－な情報を伝えた。 

子育て 

支援課 

28決算額 

－ 

広報・啓発 児童相談所の状況及び児童福祉に関

する情報提供を行う。 
－ 

池田子ども家庭セン

タ－管内市町村の家

庭児童相談技術及び

体制の更なる向上を

図るため、子ども家庭

センタ－へ市町村職

員を派遣し実地研修

を実施。 

豊中市、箕面市、能勢町にて家庭

児童相談担当職員を子ども家庭セ

ンタ－へ派遣研修済み。 

未実施市町村として池田市、豊能

町。 

大阪府池田

子ども家庭

センタ－

28決算額 

－ 

004 青少年指導員

活動事業 

市内11小学校区から60名の青少年

指導員を 2 年間の市長委嘱をし、青

少年の健全育成活動を行う。 

521 
協議会活動    15回 

校区活動     602回 

3 部会が各々に活動しながら校区

内のネットワ－クの構築や各指導

員のスキルアップのための研修

などを通じて青少年の健全育成に

努めた。 

教育 

センタ－ 

28決算額 

506 

② 子育て意識・親意識の育成 

(ⅰ) 親意識を高めるための学習機会の充実                                                         単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

005 両親教室 母性・父性を高め、よりよい育児を支援

するために、講義や実技、交流会の内

容でマタニティクラスを開催。また休日

に父親準備教室も開催し、積極的な父

親の育児参加を促進する。 

421 

実施回数     34回 

受講者数  実281名 

        延467名 

妊娠届出数に比例し、主に妊婦が

対象のマタニティの受講者は前年

度とほぼ同数。父親準備教室は25

年度より回数を増やし実施。年度

により受講者数は増減がある。28

年度は 25 年度以降で一番少なか

った。受講された父親の育児参加

の意義は高い。参加者には概ね

好評。 

健康 

増進課 

28決算額 

254 

第５章 次世代育成支援施策の展開 （具体的施策） 
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(ⅱ) 家族・親子のきずなを深める機会の充実                                                        単位：千円 

施 策

№ 
事業名 事業内容 

29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

006  「家庭の日」 

「家族の日」 

啓発 

家庭での教育力の向上や家庭に関す

る意識の啓発のために、「家庭の日」や

「家族の日」のＰＲを行う。 

－ パンフレットの掲示・

配布 

取り組みは特になし。 子育て 

支援課 28決算額 

－ 

007 子育て講演会 核家族化や少子化の中で、親子対象の

ふれあい事業の講座や講習会を開催

するとともに、母や父たちで企画したり

楽しんだりする場を提供し、親と子の心

の繋がりを深めることができるよう地域

で援助する。 

－ 

ホップくん 

21回、 214名 

わたぼうし 

51回、1,541名 

もりもりＫＩＤＳ 

18回、 192.組 

くるぽん 

（ポンポコクラブ） 

37回、 542組 

子育て中のお母さんたちの力を生

かしながら、楽しい講習会がそれ

ぞれ企画できた。 

子育て 

支援課 

28決算額 

－ 

文化教養講座

事業 

市民のニ－ズに対応した講座を開催

するとともに、庁内連携情報発信の拠

点としての子育て講座等を開催する。 
583 

講座数     4講座 

受講者数     93名 

延出席者数  172名 

親子講座として「親子でクッキング」

「絵本で子育てしませんか」、図書

コ－ナ－連携講座として「ミニお話

会＆親子でクッキング」、短期講座

として「子育てを“ゆる～り”学ぶ親

楽集」など、子育てや親子でのふ

れあい講座等を開講した。  

中央  

公民館 

28決算額 

527 

008 おはなし推進

事業 

絵本の読み聞かせを通じて、本に親し

みを持った子どもを育てるとともに、子

育て支援の一環として、親子がふれあ

う場を提供する。 

57 
参加者    6,329名 

うち 子ども 5,305名 

ボランティア団体と協働で「おはな

し会」を開催し、図書館以外にも各

小学校に赴くなど、対象となる子ど

もの年齢に応じたサ－ビスを提供

した。 

図書館

石橋プラザ

28決算額 

64 

009 親子無料開放 第 2・第 4 日曜日に無料開放時間を設

け、スポ－ツを通して親子でスキンシッ

プを図るとともに、健康増進と体力向上

を目指す場を提供する。 

－ 

利用件数     22件 

利用人数    261名 

利用人数は減少しているが、毎回

混雑しない程度であり、利用者は

満足している。 

生涯学習

推進課 

総合 

スポ－ツ 

センタ－

28決算額 

－ 

(ⅲ) 世代間交流

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

010 乳幼児とのふ

れあい・交流

機会の充実 

次代の親となるであろう中学生や高校

生が乳幼児とのふれあい体験を通じ

て、子どもを生み育てることや生命の

大切さなどを学ぶため、総合的な学習

の時間などを活用して交流機会の充実

を図る。また、保育所、幼稚園、小・中

学校をはじめ福祉施設や地域の各種

施設を、地域のふれあい・交流の拠点

として有効活用する。 

－ 

ホップくん 

2回、   8名 

わたぼうし 

17回、 586名 

ウィズてしま 

1回、  83名 

もりもりＫＩＤＳ 

16回、  53名 

くるぽん 

1回、  40名 

地域の小学校や中学校の職場体

験の受け入れ、高校生の夏休み

体験プログラムや大学生の受け

れなど触れ合う機会を意識的に作

った。 

子育て 

支援課 

28決算額 

－ 

011 世代間交流等 核家族が進む中、日頃ふれあうこと

の少ない高齢者を保育所に迎え、楽

しいひとときを一緒に過ごすことで、

世代間交流の推進を図る。 

－ 

各所・園ごとに交通安

全教室、運動会、敬老

の日の集い、さつま芋

の収穫、お正月遊び

等の行事に、保護者

及び地域の高齢者に

参加を呼びかけ交流

を図る。 

各所・園の地域性や特性を活かし、

高齢者や子ども達がお互いに楽し

み合えるよう行事や取組みの工夫

をしている。核家族化がすすむ

中、触れ合いの時間が持てる貴重

な時間となっている。 

幼児 

保育課 

28決算額 

－ 
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2．子どもの心身の健全な成長を促す教育環境の整備・充実 
① 学校教育・就学前教育の充実  

(ⅰ) 就学前の教育機能・連携の充実                                                               単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

012 就学前教育の

充実 

一人ひとりの子どもの発達段階に応じ

た指導・援助に努め、豊かな感性や創

造力を育む就学前教育の充実を図る。 

－ 
幼稚園教育課程基準

に則り、各園で指導計

画に沿った保育を実

施。 

遊びや表現活動を通じて、園児が

コミュニケ－ション力を育み、豊か

な感性を養うことに寄与している。 

学校教育 

推進課 

各幼稚園 

28決算額 

－ 

013 なかよしこども

園の充実 

幼保一元化のモデル園としてなかよし

こども園において、一貫した幼児教育・

保育を実施し、地域に開かれた子育て

支援の充実を図る。 43,590 

入園数（H29･3・31 現

在）      計174名 

１号認定児    40名 

2号認定児    50名 

3号認定児    84名 

区分変更    3名 

預かり保育 延218名 

一時預かり 延20名 

子育て支援利用者数 

延8,367名 

幼保一元化施設として、0 歳児から

小学校就学までの乳幼児保育に対

し、幼保共通カリキュラムでの保

育・教育を実施してきた。その中で

保護者アンケ－トの評価をもとに

保育・教育のあり方、運営などを考

えてきた。また支援の必要な子ど

もが増える中保育・教育の更なる

質の向上をめざす。1 号児の預か

りは増えているのは就労の保護者

が増えたためと思われる。 

なかよし

こども園 

28決算額 

35,641 

014 幼保交流 近隣の保育所と幼稚園が、様々な活動

を通して同じ地域に育つ子ども同士の

交流を図るとともに、職員間の情報交

換の場として推進する。 

－ 
近隣の保育所と幼稚

園で学期 1 回～月 1

回の頻度で交流会を

実施。 

就学前における子どもたちの交流

を図り、社会性を育むことに寄与し

ている。 

学校教育 

推進課 

各幼稚園

28決算額 

－ 

－ 互いの施設を行き来

し、行事及び遊びの

交流を図る。 

施設が近い場合は交流を重ねて

いる。しかし、近くに位置しない場

合は交流が難しい状況にある。 

幼児 

保育課 
28決算額 

－ 

015 保幼小交流 市内の保育所・幼稚園を問わず、就学

前施設と小学校の連携・交流を図る。 

また、小学校教諭、幼稚園教諭、保育

士のより緊密なコミュニケ－ションを図

る。 

－ 

各小学校において、

入学前に体験入学を

実施。（2月10日） 

全幼稚園で行事や活

動、休み時間を通して

の小学生との交流を

実施。 

体験入学をはじめ、行事の相互参

加や給食交流等をおこなうことで、 

保育所・幼稚園の生活から小学校

における集団生活への円滑な移行

が図られている。また、幼小連携

の取り組みは、子どもだけでなく、

教職員の学びの場となっている。 

学校教育

推進課 

28決算額 

－ 

－ 

運動会など行事を通

した交流、入学前の

体験入学、教諭によ

る保育所体験を実

施。平成 21 年度より

小学校へ保育要録の

送付を行う。 

小学校集団へのスム－ズな移行

を図る上で、必要な交流と考える。

教諭による保育所体験は連携をす

すめる上で有意義なものとなって

いる。 

幼児 

保育課 

28決算額 

－ 
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(ⅱ) 個性や創造性を伸ばす学校教育の充実                                                         単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

016 豊かな心の 

教育 

道徳教育推進会議を設けるとともに

「生きる力」の核となる豊かな人間性

の育成をめざし、各学校の創意工夫を

生かした道徳教育の充実を図る。 

45 
道徳教育推進委員会

及び研修会を年 6 回

開催。 

小・中学校の道徳教育推進教師に

よる情報交流や授業研修会によ

り、各校の道徳教育の充実が図ら

れた。 

学校教育 

推進課 

28決算額 

45 

017 小中一貫教育

推進事業 

重点施策 6

義務教育9年間を連続した期間と捉え

た小中一貫の教育課程を編成し、継続

的な指導体制及び教育環境を整備す

る。 
 1,080 

「小中一貫教育通信」

第30～37号発行及び

ホ－ムペ－ジ掲載 

ﾁ－ﾌｺ－ﾃﾞｨﾈ－ﾀ－会

議    12回 

小中一貫教育推進 

委員会     6回 

小中一貫教育教職員

研修会（6月2日） 

小中一貫教育推進 

協議会 各学園3回 

小中一貫教育本格実施3年目を迎

え、小中一貫教育推進協議会で

は、各学園ごとに地域の方などに

進捗状況等を報告・交流する場と

して機能している。また、小中一

貫教育推進委員会では、チ－フコ

－ディネ－タ－を中心に「中期教

科一部担任制」の研究など具体的

な取り組みが進んでいる。 

教育 

政策課 

28決算額 

872 

「教育のまち

池田」総合企

画推進事業

重点施策 6

様々な教育課題に対し、学識者を含め

た「総合企画推進会議」を開催し、「教

育のまち池田」にふさわしい今後の教

育改革の方向性を検討していく。 

607 
総合企画推進会議 

2回 

池田教育フェスタ 

1回 

参加者数 約3,370名 

小中一貫教育の現況報告や今後

の池田の教育施策を推進するた

めの貴重な意見を得た。今年度

より「池田教育フェスタ」を実施

し、保護者や市民に「池田の教

育」を啓発することができた。 

28決算額 

523 

子どもの学び

サポ－ト推進

事業 

優れた地域人材（社会人・退職教員・学

生）を活用し、放課後の学習支援や部

活動支援等、子どもたちの豊かな学び

をサポ－トし、学力や技術の向上に資

する。 

1,293 

市立学校園において

地域人材が学習や部

活動、学校環境整備

等にあたった。 

（全体で1,650時間） 

学習支援や部活支援等で地域人

材の支援を得ることで、子どもた

ちの学習意欲や運動技能の向

上、地域の方との交流による豊

かな心の醸成が育まれている。 
28決算額 

1,290 

英語教育推進

事業 

国際化社会の進展に対応する教育の

一環として、幼稚園小中学校に外国人

講師を派遣し、その指導を通して英語

学習への興味関心を高め、国際感覚

を磨き、英語のコミュニケ－ション能力

等の育成を図る。 

28,728 

外国人英語講師を幼

稚園・小学校・中学校

に合計7名配置。 

児童・生徒の英語によるコミュニ

ケ－ションの機会を増やし、英語

コミュニケ－ションへの積極的な

態度や音声・表現への慣れ、生涯

にわたる英語学習への意欲向上

が見られる。 

学校教育

推進課

28決算額 

28,728 

在日外国人日

本語指導支援

事業 

市立学校園における在日外国人教育

の推進を図るため、池田市在日外国

人教育研究協議会に対して補助を行

う。 

790 
個別指導  381時間 

グル－プ指導18時間 

日本語理解が困難な外国人園児・

児童・生徒が、学習や生活に適応

し円滑に学校園生活を送れるよう

支援した。 

28決算額 

789 

018 交流教育及び

共同学習 

ノ－マライゼ－ションの理念のもと、

特別支援教育を推進し、あらゆる教育

活動の場において、共に学び、共に育

つ教育を展開し、共生社会の実現をめ

ざす。 

479 
宿泊学習での医療的

ケアが必要な児童生

徒への看護師付き添

い      小学校0件 

中学校4件 

居住する地域での生活や育ちの

保障をすることの重要性から医療

的ケアの必要な場合でも、地域で

教育が受けられるよう看護師の配

置を拡充した。 

教育 

センタ－

28決算額 

292 

019 障がい児（者）

施設との交流 

児童・生徒の障がい児（者）に対する

理解を深めるため、福祉施設との交流

を図る。 

－ 学校行事への招待や

中学校職場体験学習

等にて実施 

小・中学校において、特別養護老

人ホ－ムなどと交流活動を実践し

ている。 

教育 

センタ－
28決算額 

－ 

020 情報教育推

進 

教員対象の研修会を実施し、学校の

情報教育をサポ－トする。 

また、池田市学校教育情報ネットワ

－クの適正な運用を図る。 

17,640 
情報教育研修  11回 

延550名参加 

教育の情報化に向けて教員の指

導力や環境の整備に努めた。 

サ－バ－を含むネットワ－クの

管理及び保守を行い、学校が安

心・安全に利用できる環境を提供

できた。 

教育 

センタ－

28決算額 

17,556 
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021 ボランティア

教育の推進 

ボランティア活動を体験するなどボラ

ンティア精神を培う教育の推進を図

る。 

－ 
各小中学校で、総合

的な学習の時間を中

心に実施。 

福祉体験や聞き取り学習の実施

により、児童・生徒が社会に目を

向け、社会の一員としての自覚を

養っている。 

学校教育 

推進課

28決算額 

－ 

 (ⅲ) 学校教育と地域の連携の推進                                                               単位：千円

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

022 教育コミュニテ

ィづくり推進事

業 

教育コミュ二ティづくりの推進により、

学校、家庭及び地域住民等の相互連携

協力を活性化し、校種間連携や学校支

援活動を充実させ、子どもの生きる力

を育成する。 

648 
「教育コミュニティづく

り推進連絡会」を 3 回

実施。 

各学園において行事

や研修会を実施。 

府実施のコ－ディネ－タ－研修に

地域の方が参加し、学校を核とし

た地域の取り組みに対する意識

が高まった。今年度の教職員対象

の研修は教育コミュニティづくり研

修に加え、親学習も実施し、地域・

子育てについて学ぶことができ

た。 

教育 

政策課 

28決算額 

526 

② 思春期健康教育・保健対策の推進 

(ⅰ) 学校における健康教育の推進                                                                単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

023 保健体育や保

健指導の充実 

重点施策 7

次代の親となることが期待される子ど

もが、身近な地域で健やかに自分の子

どもを生み育てることができるよう、母

性・父性に関する正しい知識の普及を

促す健康教育や保健指導の充実を図

る。 

－ 
全小中学校で年間指

導計画に沿って、保健

体育指導を実施。 

心身の健全な発育と健康の保持

増進のために必要な知識理解を

深めている。 

学校教育

推進課 

健康 

増進課 

28決算額 

－ 

性教育・家庭科

教育の充実 － 

保健体育の時間を主

に活用して性教育を実

施。 

全小中学校で年間指

導計画に沿って家庭

科指導を実施。 

心身の健全な発育と健康の保持

増進のために必要な知識理解を

深めている。 

28決算額 

－ 

024 学校保健 学校園の健康診断、各種検査および 

環境衛生検査の実施により、健康の 

保持増進、適切な環境の維持を図る。 

38,512 
心臓検診、結核検診、

脊柱側わん検診、尿

検査等の検査、プ－

ル水・空気・照度・飲料

水検査の実施。

児童・生徒・園児の健康状態を把

握し、必要に応じて受診勧奨、学

校生活での健康管理指導を行っ

た。学校園の適切な環境を維持で

きた。 

保健 

給食課 

28決算額 

36,792 

025 飲酒・喫煙・薬

物防止教育 

関係機関との連携により、喫煙・飲酒や

薬物乱用など心身に害を及ぼす行為

の防止に関する教育の充実を図る。 

－ 
非行防止教室や薬物

乱用防止教室を実施。 

池田警察署、豊中少年サポ－トセ

ンタ－、池田薬剤師会と連携して

喫煙防止・薬剤乱用防止に関して

の指導を実施した。 

教育 

センタ－ 

28決算額 

－ 

（ⅱ) 相談体制の充実                                                                         単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

026 相談体制の 

充実 

友達関係や勉強等によるストレスなど

様々な要因により喫煙、飲酒、薬物乱

用などの危険行動に陥りやすい児童・

生徒が相談しやすい体制づくりを図

る。 

－ 
児童・生徒からの直

接の相談実績は無

し。 

教育センタ－の相談窓口として、

ハロ－ダイヤルの周知に努めて

いる。 

教育 

センタ－ 

28決算額 

－ 
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③ 多様な体験活動の充実 

(ⅰ) 学校における体験活動の推進                                                                単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

027 職場体験 事業所などの職場体験を通じて、実際

的な知識や技術・技能に触れたり、働く

人々と接したりすることで勤労観、職業

観を育む。 

－ 
全中学校 2 年生にお

いて 3 日間の職場体

験学習を実施 

キャリア教育の視点に立って、生

徒の社会的、職業的自立を促し、

コミュニケ－ション能力や社会に

参画しようとする態度が育まれて

いる。 

学校教育

推進課 

28決算額 

－ 

(ⅱ) 地域における体験活動の推進                                                               単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

028 歴史民俗資料

館の展示見

学、出前授業 

市域の歴史、文化への理解を深める

きっかけづくりとして、学校教育と連

携した見学受け入れや出前授業を実

施する。また、社会教育施設と連携し

子どもを対象とした事業を実施する。 

－
出前授業     11校 

わら縄作り体験 

子ども  9名 

学習内容に合わせた展示や出前

授業、体験イベントをとおして、子

どもたちが昔の道具やくらしにつ

いて理解を深める機会を提供す

ることができた。 

歴史民俗

資料館 

28決算額 

－ 

図書館施設 

見学 

読書への関心を深めるため、市内小

学 3 年生及び幼稚園、保育園の園児

を対象に図書館見学会を実施する。 

－ 
参加者     1,165名 

うち 子ども  1,091名 

見学時に図書館の利用方法や機

能、行事等をＰＲすることにより、

図書館への来館を促し、読書に親

しむ機会を提供した。 

図書館 

石橋プラザ

28決算額 

－ 

浄水場施設 

見学 

市内の小学校4年生を対象に社会見

学の受入れを行う。また水道週間（6

月1日～7日）の期間中に、水道につ

いての理解と関心を高めるため「古

江浄水場一般開放」を実施している。

その他、希望者を対象に随時見学会

を開催している。 

－ 

池田市広報、水だよ

り、上下水道部HPに掲

載。 

市内他各小学校の4年生863名、

6 月4 日の一般開放には 56 名、

その他23 名の見学者が訪れ、水

の浄水処理過程等を理解してい

ただいた。 

上下 

水道部 

経営 

企画課 

28決算額 

－ 

下水処理場施

設見学 

市内の小学校4年生を対象に社会見

学の受け入れを行う。また夏休みに、

小学校4～6年生を対象に、下水処理

について更に理解を深めるため「体

験見学会」を実施している。その他、

希望者を対象に随時見学会を開催し

ている。 

－ 

池田市広報、市HP、水

だより、上下水道部HP

に掲載。 

市内小学校にチラシを

配布。 

市内他各小学校の 4 年生 1050

名、体験見学会には 42 名、その

他27 名の見学者が訪れ、下水処

理について理解していただいた。 

上下 

水道部  

下水 

処理場 

28決算額 

－ 

消防施設見学 社会科学習の一環として、消防施設

を見学・体験し、業務内容を知ること

により一層の防火意識を向上させる。 

－ 実施回数    32回 

参加者    2,930名 

保育所、幼稚園、小学校を中心に

行い、今後も防火意識向上のため

継続。 

消防署 

28決算額 

－ 

029 こども会育成

事業 

市内52 の単位こども会と 1 リ－ダ－

クラブを育成し、地域の連携を図る。 1,773 

会員（幼 ・小・中） 

         1,585名 

行事参加者   873名 

こども会の活動を通して地域の活

動や行事に参加することができ

た。また、活動の中で、子どもた

ちの社会性を養ったり、仲間づくり

を促進したりする機会となった。 

教育 

センタ－

28決算額 

1,631 

少年団体育成

事業 

ボ－イスカウト5団とガ－ルスカウト2

団の育成を図る。 
126 

ボ－イスカウト団員数 

          192名 

ガ－ルスカウト団員数 

           79名 

少子化による団の減少があるが、

各団において活動内容の工夫に

努め、充実した活動を実施。 28決算額 

126 
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(ⅲ) 自然や文化に親しむ機会や場の充実                                                          単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

030 自然体験 

推進事業 

恵まれた自然環境のもと、教育課程の一

環として集団生活や野外活動等を実施

し、児童・生徒の心身鍛練及び健康増進

を図る。 

1,852 
全小中学校で自然学

舎を実施。 

全小学校で臨海学舎

を実施。 

豊かな自然の中での体験活動や

集団生活を通して、児童・生徒の

心身の健全な発育や社会性の育

成に寄与している。 

学校教育

推進課 

28決算額 

2,340 

031 池田市民 

カ－ニバル・ 

五月山

さくらまつり 

市民相互の連携を深めるとともに、子

どもたちが祭りを楽しみ、自然やふるさ

とを味わえるよう、周知を図り、市民を

あげて実施する。 

4,000 

（市民カ－ニバル） 

8月27日   8,000名 

（さくらまつり） 

4月2日   24,000名 

4月3日   18,000名 

子どもでも参加できるイベントを

企画し、一定の効果を得た。 

空港・ 

観光課

28決算額 

4,500 

花菖蒲まつり 水月公園の花菖蒲の鑑賞会とお茶野

だて会等を催し、広く水月公園をＰＲ

し、親と子のふれあいと市民交流を図

る。

912 
6月10日   8,000名 

6月11日   5,000名 

野だての開催や鯉のぼりの設置

など、老若男女が楽しめるイベン

トを開催した。 28決算額 

912 

池田猪名川

マラソン大会 

池田市のスポ－ツイベントとして、誰で

もが完走できることを主目的とし、幅広

い地域より参加者を募り、実施する。

2km、5km、10km の種別とクロスカント

リ－リレ－で実施。 

100 

第19回大会 

参加者    1,271名 

募集人員を超える申込みが続い

ている。 

生涯学習

推進課 

28決算額 

100 

市民レクリエ

－ション大会

毎年 10 月に、市民がスポ－ツに親し

み、気軽に参加できる機会をもうけ、幼

児から高齢者に至るまで幅広い層の

楽しいふれあいを通じ、スポ－ツ意識

の向上に伴う健康づくりをめざす。 

2,370 

会場        10か所 

参加者   12,681名 

各校区とも秋のイベントとして子ど

もから高齢者まで楽しい1日として

定着している。 

28決算額 

2,340 

卓球のまち

づくり事業 

卓球を通して、子どもからお年よりま

で、気軽に誰でも楽しめる生涯スポ－

ツの 1 つとして「卓球のまち池田」の推

進を図る。 

1,000 
卓球講習会   143名 

地域における  

 卓球講習会  147名 

中学校卓球クラブ 

講習会     38名 

初心者を対象として卓球教室を引

続き開催するとともに、中学校卓

球クラブを対象として技術向上講

習会を実施した。 28決算額 

1,000 
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 (ⅳ) スポ－ツ・レクリエ－ション活動の充実                                                         単位：千円

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

032 障がい者社会

参加促進 

障がい者（児）に対してスポ－ツやレ

クリエ－ション及び文化活動に参加

する機会を提供することにより、障が

い者（児）の自立と社会参加の促進及

び機能の維持・増進を図り、地域リハ

ビリテ－ションの一環として実施す

る。 

1,844 

事業数     15 事業

参加者数    571名 

当初の目標どおり、障がい者の社

会参加の促進が図られている。 

障がい 

福祉課 

28決算額 

1,844 

キッズビクス

（スポ－ツ教室）

6 歳～10 歳が対象で、軽快なリズム

に合わせて楽しみながら体を動か

し、リズム感やバランス感覚の向上を

めざす。年度内に 4 期を予定してお

り、1期ごとに30名の定員で、10回開

催する。 

260 

利用者数    845名 平成 27 年度より利用者数が減少

したため、平成 29 年度は利用者

数の回復に努める。 

公園 

みどり課 

五月山 

体育館 
28決算額 

260 

体操教室 小学1～3年生が対象で、発育時に必

要なバランス感覚を養い、調整力の

向上をめざす。年内に4期を予定して

おり、1期ごとに30名の定員で、10回

開催する。 

608 
利用者数   1,760名 平成 27 年度より利用者数が増加

しており、好評であったことから、

今後も事業を継続できるように努

める。 28決算額 

608 

トランポリン教室 小学1～3年生が対象の3教室と小学

4～6年生が対象の1教室があり、トラ

ンポリンを使って、バランス感覚の向

上をめざす。4教室とも年度内に 4期

を予定しており、1期ごとに20名の定

員で、7～10回開催をする。 

832 

利用者数   2,158名 平成 27 年度より利用者数が減少

したため、平成 29 年度は利用者

数の回復に努める。 

28決算額 

832 

幼児水泳教室 4～6 歳児（小学生は除く）を対象に、

色々な遊びをまぜた水慣れから始ま

る初歩的な教室を、月・火・水・木・金

曜日の5教室で、年度内に4期を予定

しており、1 期ごとに 36 名の定員で、

10回。 

1,020 

利用者数   5,095名 平成27 年度並みに利用されてい

るため、今後も事業を継続できる

ように努める。 

28決算額 

1,020 

親子水泳教室 生後 6 ケ月から 3 歳までの乳幼児と

保護者が対象で、水中で一緒に水遊

びをすることで、親子のスキンシップ

を図ってもらい、楽しみながら無理な

く身体の発育・発達を促してもらう。年

内に 4 期を予定しており、1 期ごとに

24組の定員で、10回開催する。 

408 

利用者数  1,227名 平成 27 年度より利用者は減少し

ているが、平成 27 年度並みに利

用されているため、今後も事業を

継続できるように努める。 

28決算額 

408 

小学生水泳教

室

小学1～6年生が対象で、初級は、基

本的なキック動作の取得と、クロ－ル

で 25ｍの完泳を目的とし、中級は、ク

ロ－ル 25ｍ以上泳げる子どもを対象

に、泳力アップと平泳ぎの取得を目的

とし、上級は、クロ－ル・平泳ぎを 25

ｍ以上泳げる子どもを対象に、泳力

アップとバタフライの取得を目的とし

ている。初級5教室と、中級5教室ず

つの10教室で、年度内に4期を予定

しており、1 期ごとに初級は 40 名、中

級は 30 名ずつの定員で、教室により

7～10回開催する。 

2,040 

利用者数  10,811名 平成27 年度並みに利用されてい

るため、今後も事業を継続できる

ように努める。 

28決算額 

2,040 



－ 21 － 

032 フットサル教

室事業

小学 1～3 年生、小学 4～6 年生各 2

教室とし、健康増進と体力の向上を図

るため、ｻｯｶ－ﾎﾞ－ﾙを使ってﾄﾞﾘﾌﾞﾙ

やｼｭ－ﾄなどの基本技術を習得する

とともに、運動の必要性を理解しても

らう場を提供する。年度内に 4 期を予

定しており、1 期ごとに低学年 36 名、

高学年 20 名の定員で、10 回開催す

る。 

832 

利用者数  3,641名 平成 27 年度より利用者数が増加

しており、好評であったことから、

今後も事業を継続できるように努

める。 

公園 

みどり課 

五月山 

体育館 

28決算額 

832 

バトミントン教

室 

小学校 4～6 年生を対象にシャトルに

慣れ、打つことを中心にいろいろなス

トロ－ク技術を身につけ、バトミントン

本来の楽しさを知ってもらうためのク

ラス。年度内に 4 期、各期の回数は

10回、定員32名。 

208 

利用者数   843名 平成 27 年度より利用者は減少し

ているが、平成 27 年度並みに利

用されているため、今後も事業を

継続できるように努める。 
28決算額 

208 

親と子の体操 

・幼児体操 

スポ－ツ教室を通して市民の健康増

進と体力の向上を図るとともに、運動

の必要性を理解してもらう場を提供す

る。 

－ 
親子体操  延2,706名 

幼児体操  延1,099名 

各教室とも申込者多数の人気教

室である。2 歳児と親対象の教室

と 5,6 歳児を対象とした教室は好

評である。 

生涯学習

推進課

総合

スポ－ツ

センタ－

28決算額 

－ 

障がい児（者）

スポ－ツ教室 

障がいのある子どもたち（就学前～

青年期）の機能回復とコミュニケ－シ

ョンの形成を図るとともに、余暇時間

の利用を促進し、社会参加の礎とす

る。 

100 
親子 43組   57名 

実施回数    18回 

       延 696名 

総合スポ－ツセンタ－での機能

回復訓練以外にも、ハイキング、

ボ－リング大会、スキ－教室など

にも取り組んでいる。 

生涯学習

推進課

28決算額 

100 

ジュニアスポ

－ツクラフ  ゙

発育盛りの少年・少女を対象としたス

ポ－ツクラブで、活動を通じて少年期

における団体生活及び身体の錬磨と

技術の向上を図るとともに、豊かな心

の育成に努める。21 年度から、団体

の自主事業に切り替えている。 

－ 

4クラブ 

 ・バスケット   45名 

 ・バドミントン  42名 

 ・ハンドボ－ル 40名 

 ・バレ－ボ－ル33名 

各クラブとも申し込み多数の人気

である。 

28決算額 

－ 

障がい児タイ

ムケア事業 

夏休み期間中の毎週水曜日、発達障が

いのある子どもたちに交流の場を提

供。保護者の介護負担軽減や、作業療

法士による障がい児の評価及び集団

訓練を実施。 

140 
参加者      15名 本市在住の発達障がい、知的障

がい児を対象に実施。グル－プ

活動を通じて、子どもの交流と保

護者の負担軽減の一助とした。 

発達 

支援課 

28決算額 

23 

(ⅴ) 国内外交流活動の促進                                                                    単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

033 青少年国際交

流 

姉妹都市や友好都市に青少年を派遣

し、諸外国の文化や伝統を理解すると

ともに、自国の伝統や文化について考

え、大事にする心を育み、国際社会で

主体的に生きる態度と能力を培う活動

の充実に努める。 

802 

ロ－ンセストン市 3名 

蘇州市       2名 

ロ－ンセストン市へは12名、蘇州

市へは3名の応募があった。 

人権・文化

国際課

28決算額 

580 
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④子どもの遊び・学びの環境の整備                                                             単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

034 児童館活動促

進事業 

平成21年10月から指定管理者制度

を導入。 

市内青少年の健全育成のために定

例の教室活動として、ピアノ、珠算、

習字、油絵、算数教室を実施する。ま

た、子どもたちの多様な経験を支援

するために、工作などの製作活動、

野菜の栽培などの自然体験活動を企

画する。その他、スポ－ツ教室（卓球

等）や幼児から高齢者が共に楽しむ

ことができる「もちつき大会」等の行事

を実施する。また、子育て支援の一環

として、教育相談や教育センタ－が所

管するサテライト教育相談を開催して

いる。 

（児童館管理・運営事業・活動事業） 

13,700 

ピアノ教室   518名 

習字（毛）教室 711名 

習字（硬）教室 731名 

珠算教室   1,993名 

油絵教室    107名 

算数教室    900名 

工作教室     88名 

読み聞かせ  224名 

特別教室    321名 

行事・その他14,095名

施設のアクセスが悪いにも関わ

らず、校区はもちろん、他の校区

からの利用者増につなげるた

め、館だより等の情報発信に努力

をされている。また、自然や地域

の特性を活かした学習を展開し、

市内小学校の地域学習の取り組

みを支援されている。児童館で

は、職員の資格を活かし、利用者

一人ひとりに対して細やかな対応

がなされた。 

生涯学習

推進課 

児童館 

28決算額 

13,700 

青少年の健全

育成（五月山 

児童文化セン 

タ－） 

平成20年7月から指定管理者制度を

導入。 

子どもの健全育成の場を提供し、クラ

ブ活動やプラネタリウムの投映、五月

山の自然をいかした野外活動等を始

めとする様々な文化事業を実施す

る。 

（五月山児童文化センタ－管理事業・

運営事業・活動事業） 

22,576 

定期クラブ（9部門） 

156回2,104名 

プラネタリウム 

402回10,565名 

一般行事 

204回5,050名 

特別企画 

11回4,580名

施設の特性を活かし、子どもた

ちに様々な講座や行事を提供

し、利用者増につなげている。ま

た、子育て中の母親の情報交換

の場として、子育て支援につな

がるような事業も積極的に取り

入れ、利用者の層が拡充され

た。プラネタリウムの特別番組も

増編した。

生涯学習

推進課 

五月山 

児童文化

センタ－ 

28決算額 

22,576 

青少年の健全

育成（水月児

童文化センタ

－） 

平成 13 年度から民間への管理運営

委託、平成16年4月から指定管理者

制度を導入。子どもの健全育成の場

を提供し、様々な文化事業を実施す

る。 

（水月児童文化センタ－管理事業･運

営事業） 

19,930 

定期クラブ 

217回2,026名 

月例サ－クル 

175回1,962名 

季節・単発行事 

38回2,521名 

その他行事 

3,730名 

子どもの健全育成の場として、

利用者ニ－ズに即した様々な事

業が展開されているとともに、市

民発案企画を積極的に開催し、

市民の主体的な関わりを促進。 

また、施設の特性を活かし、卓

球のまち推進委員会と協働し、

「初心者向け卓球講習会」を開催

するなど、地域における生涯ス

ポ－ツの普及・振興にも取り組

んでいる。

生涯学習

推進課 

水月 

児童文化

センタ－ 

28決算額 

19,930 

035 図書館サ－ビ

スの充実 

地域と連携して、子どもの読書活動を

推進する。 

定例のおはなし会をはじめ、様々な

行事や企画展示、ブックリストの作成

を通じて、、子どもたちの想像力を養

うとともに、自ら学ぶ力を身につける

ための支援を行う。 

19,000 

利用人数  271,437名 

貸出冊数  718,498冊 

幼い時期からの読書習慣を育成

するため、乳幼児向けのおはなし

会や保護者を対象にした絵本紹

介の会を開催したほか、市各課

や他施設等との連携により、子育

て情報の提供を行うなど、子育て

支援事業にも取り組んだ。 

図書館 

石橋プラザ

28決算額 

19,000 
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3．支援の必要な子どもやその家庭を支える環境の整備・充実  
① ひとり親家庭の自立促進 

(ⅰ) 生活の自立支援の充実                                                                    単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

036 児童扶養手当 父と生計を同じくしていない児童など

が育成される家庭の生活の安定と自

立の促進に寄与するため、当該児童

について児童扶養手当を支給する。 

372,862 
対象件数    857件 

全部支給    385件 

一部支給    375件 

支給停止     97件 

支給日と現況届のお知らせを広

報誌で周知。 

（広報掲載4・8・12月） 

子育て 

支援課 

28決算額 

346,162 

037 母子・父子住

宅

市営住宅条例の申込資格の全ての条

件を満たし、かつ母子及び父子並び

に寡婦福祉法第 6 条の適用を受けて

いる母子・父子世帯に対し、低廉な家

賃の市営住宅を提供する。 

【福祉住宅】母子・父子住宅の対象 

池田市営井口堂住宅のうち12戸 

アルビス五月丘のうち2戸 

［平成15年5月より］ 

アルビス緑丘のうち2戸 

[平成22年12月より] 

－ 

新規        3件 

退去        3件 

29年3月現在 

入居世帯数    16件 

入居希望登録数 20件 

入居希望登録は毎年更新。広報

誌に掲載。 

子育て 

支援課 

(まちづくり

・交通課） 

28決算額 

－ 

038 水道料金の 

減免（通称：福

祉減免）

国民年金法による遺族基礎年金を受

給している世帯であって池田市ひとり

親家庭医療費の助成に関する条例に

よる医療証の交付を受けている世帯

並びに、児童扶養手当受給世帯、身

体障がい者（児）（身体障がい者手帳

1･2級所持者）及び知的障がい者（児）

（療育手帳所持者）世帯に対して福祉

の増進を図り、生活向上安定に寄与

する。 

－ 
2,447件 事業の見直しにより平成29年4

月から廃止。 

上下 

水道部 

営業課 
28決算額 

21,150 

下水道使用料

の減免（通称：

福祉減免）

－ 
2,447件 事業の見直しにより平成29年4

月から廃止。 

28決算額 

13,985 

039 ひとり親家庭

医療費助成 

18 歳の年度末までの児童及びその

養育者に対して、医療費の一部を助

成し、健康の維持・回復に努めるととも

に、医療にかかる経済的負担の軽減を

図る。 

64,985 
受診件数   21,490件 子育て支援課との連携により児

童扶養手当や遺族年金の受給

者を把握し、所得要件の審査を

行い、親781名、児童1,084名の

計1,865名に医療証を交付した。 

保険 

医療課 

28決算額 

62,229 

040 母子生活支援

施設入所措置 

母子家庭等において、様々な事情から

子どもの養育が十分できない場合、母

子生活支援施設へ子どもと一緒に入所

させ、生活の安定を図り自立への支援

を行う。 

1,686 
HP掲載。 関係機関との連携に努めた。 子育て 

支援課 

28決算額 

0 

041 ひとり親家庭

相談 

母子・父子自立支援員を中心に関係部

局、関係機関と連携を図り、地域の民

生委員児童委員・主任児童委員の協力

を得ながら、ひとり親家庭に対する相

談・支援の充実を図る。 

－ 

HP掲載。 

相談件数  813件 

母子     789件 

父子      24件 

（うち離婚前 156件） 

子の進学に係る学費の相談に

加え、母の資格取得等の相談も

増加している。父子相談、離婚

前相談に関しては内容が複雑

化している。離婚前相談に限ら

ず、養育費の相談が増加してい

る。 

子育て 

支援課 

28決算額 

－ 

042 みなし寡婦 

（寡夫）控除 

26 年度より、税法上の「寡婦（寡夫）控

除」が適応されない婚姻歴のないひと

り親世帯に対して、子どもにかかる各

種利用料について控除の適用を受け

て算定されるよう、「寡婦（寡夫）控除」

のみなし適用を実施する。 

－ 
相談件数   17件 

申請件数    9件 

保育料の減免に対して要望が

集中している。 

子育て 

支援課 

28決算額 

－ 
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(ⅱ) 就労支援の充実                                                                         単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

043 自立支援教育

訓練給付金事

業

ひとり親家庭の就業・自立に向けた支

援を促進するため、指定する教育訓

練を受講したひとり親に対して、講座

終了後に受講料の一部を支給する。 

800 
           0名 HP掲載・児童扶養手当現況届時、

事業を案内。 

子育て 

支援課 

28決算額 

0 

高等職業訓練

促進給付金事

業 

ひとり親家庭の就業・自立に向けた支

援を促進するため、ひとり親が看護

師等の経済的自立に効果的な資格を

取得するために、1 年以上養成機関

等で修学する場合で、就業（育児）と

修学の両立が困難な場合に、生活費

の負担軽減のための給付を行う。 

10,192 

           4名 

うち 

準看護師    2名 

理学療法士  1名 

作業療法士  1名 

HP、広報誌掲載・児童扶養手当現

況届時、事業を案内。 

28決算額 

4,285 

母子・父子自

立支援プログ

ラム策定事業 

ひとり親家庭の状況・ニ－ズに基づき

きめ細やかで継続的な自立・就労支

援を実施する。 

－            4名 

うち 

就労件数    3件 

HP、広報誌掲載・児童扶養手当現

況届時、事業を案内。 
28決算額 

－ 

044 地域就労支援

事業 

ひとり親家庭の親等で就労困難者に対

し就労支援を行う。 200 

広報・ＨＰへの掲載、フ

ィ－ルドワ－ク形式の

セミナ－開催により支

援内容の周知に努め

た。 

相談件数     49件 

周知によるニ－ズの掘り起こしに

成果が見られた。 

地域 

活性課 

28決算額 

184 
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② 障がいのある子どもの自立と社会参加 

(ⅰ) 障がいのある児童・生徒等の教育支援体制の充実                                                 単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

045 特別支援教育

推進（巡回指

導及び定期診

断） 

特別支援教育対象幼児・児童・生徒の

適正な就学（園）を期して診断・教育相

談活動を実施し、多様化・重度化する

子どもたちの適切な指導・支援及び

特別支援教育の内容の改善と発展を

めざす。 

1,600 

専門家による巡回相談 

54回 

支援学級在籍児童生徒、保護者、

教職員のニ－ズに応じた頻度に

達していない面があり、さらに多

様な活動を通じて子どもや教職員

への適切な支援が実施できるよう

に拡充する必要がある。 

教育 

センタ－

28決算額 

700 

特別支援教育

推進 

(就学相談) 

特別支援教育対象幼児・児童・生徒の

適正な就学（園）を期して診断・教育相

談活動を実施し、多様化・重度化する

子どもたちの適切な指導・支援及び

特別支援教育の内容の改善と発展を

めざす。 

2,971 

就学（園）相談対象者 

190名 

保護者の意向を最大限尊重する

ように就学（園）指導を進めてき

た。病弱児に関する支援について

も保護者に周知されるようになっ

た。年々在籍児童生徒数が増加

する中、行事の実施内容につい

て検討する必要がある。 

28決算額 

1,656 

特別支援教育 

の体制の充実 

支援学級での教育体制の充実を図る

ため、児童・生徒の障がいの状況に

応じた学級編成を行うよう府と協議す

る。 

－ 
支援学級設置数 

小学校60  中学校22 

通級指導教室設置数 

小学校4   中学校2 

大阪府が推進する、障がい種別

による学級設置を実施している。 

増加傾向にある学級設置にも対

応するため支援教育の教職員研

修を実施している。 

28決算額 

－ 

市立幼稚園及び小・中学校における

特別支援教育の充実・支援のために

教材・教具等の配備を行う。 
1,215 

院内学級用消耗品 

教材等 

発達検査用紙、補助教

材等 

あおぞら幼稚園通級指

導教室の備品、消耗品 

市立池田病院院内学級での活動

を支援するため消耗品を整備し

た。 

支援学級、通級指導教室の活動

が充実した活動になるよう毎年必

要な教材教具の配置を実施して

いる。 

28決算額 

797 

046 介助員の配置 障がいのある児童・生徒や幼児の身辺

自立の補助や安全面での確保のた

め、支援学級や要配慮児の在籍する幼

稚園に状況に応じて介助員を配置し、

支援教育の充実を図る。 

131,471 

小      46名 

中      14名 

幼      19名 

養護主事 

小       1名 

中       1名

様々な障がいのある児童・生徒に 

対して介助員の増員配置とともに 

介助員の質の向上を目指す事に 

よって学校園での学習生活上の 

支援に前進が見られた。 

教育 

センタ－ 

教職員課 
28決算額 

100,849 

047 通級による指

導の充実 

要配慮幼児及び通常の学級に在籍し

ている「支援の必要」のある児童生徒

に対して、学校生活を自信を持ってお

くれるようコミュニケ－ション上の課題

改善のための指導を行う。 

－ 
リ－フレットにて、保護

者へ周知。 

入級者数 

小学校      85名 

中学校      41名 

幼稚園      28名 

個別指導や教育相談だけでなく、

通級指導教室担当教員8名による

連携より、グル－プ指導やペアレ

ントトレ－ニングを実施し、多様な

対応を行っている。 

教育 

センタ－

28決算額 

－ 
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 (ⅱ) 保育体制の充実                                                                         単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

048 公私立保育所

（園）での障が

い児保育の充

実 

健常児との集団生活を通して、生活

の場を広げ、成長発達を援助するとと

もに、研修等を通して障がい児に対

する理解と認識を深める。（障がい児

保育実地研修、障がい児保育所内研

修、障がい児保育分科会） 

－ 

障がい児保育枠での

入所希望及び入所児

童は継続的に増加傾

向にある。（公立33名・

私立17名） 

・実地研修: 

児童1人につき年2回 

・所園内研修 年11回 

・障がい児分科会: 

年4回 

障がい児に対する理解を深め、

保育の専門性を高めるための継

続的な研修が必要となる。 

私立園には、障がい児保育のた

めの加配保育士数に応じて補助

金を交付：年間 7園、34,375  

幼児 

保育課 

発達 

支援課 

28決算額 

－ 

巡回相談の充

実 

公私立保育所（園）、私立幼稚園、留

守家庭児童会の相談・指導の充実を

図り、保育の質の向上に努める。 

－ 延べ      128か所 

延べ         494名 

相談・指導の充実に努めた。 

28決算額 

－ 

(ⅲ) 療育相談体制の充実                                                                      単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

049 発達支援シス

テム推進事業 

重点施策 8

ノ－マライゼ－ションの理念を基本

に、障がい者の生涯にわたる一貫した

地域での処遇体制を構築するため関

係機関との連携を図り、相談システム

の充実に努める。また、施設等職員に

療育に関する助言、技術指導、研修な

どを行う。 

10,750 

発達支援システム 

検討委員会    2回 

研修会等      7回 

乳幼児期から成人期までの一貫し

た支援を提供できるシステムの推

進に努めた。また、支援にかかる

情報共有ツ－ル「いけだつながり

シ－ト Ikeda_s」の周知・運用ととも

に、電子化を一部開始した。 

発達 

支援課 

28決算額 

8,015 

050 池田市要保護

児童対策地域

協議会障がい

児関係部会実

務者会議 

池田市における子ども関係機関の連携

を深めることにより、子どもの健全な育

成を図る。また、子どもに総合的なサ

－ビスを提供できる地域ケアシステム

の構築を推進する。 

－ 
実務者会議    3回 

個別ケ－ス検討会議 

           2回 

情報や課題の共有により、関係機

関の連携をスム－ズにすること

ができた。 

子育て 

支援課 

発達 

支援課 

28決算額 

－ 

051 療育相談 慢性疾患児･身体障がい児に対して、

医師、心理判定員、保健師等による

専門相談・療育指導を行う。 

－ 
池田保健所管内児 

実数       30名 

延数       49名 

小児慢性特定疾病児・身体障がい

児の保護者が、専門職に医療・療

育・福祉の相談をすることで在宅

生活のQOL向上につなげた。 

大阪府 

池田保健所

28決算額 

－ 

地域支援セン

タ－事業 

障がい者（児）が身近な地域で相談等

が受けられる機関を設置することに

より、本人・介護者等の生活の安定並

びに福祉の増進を図る。 

44,445 
基幹相談支援ｾﾝﾀ－ 

「あおぞら」  6,382件 

福祉相談 

「くすのき」   766件 

計画相談は年々増加しており、相

談支援の充実が図られている。 

障がい 

福祉課 

28決算額 

38,653 

発達相談 18歳未満の子どもの発達や障がいに

関する相談を行う。 

－ 個別相談、電話相談、

窓口相談   225件 

相談内容に応じて、関係機関など

への情報提供に努めた。 

発達 

支援課 28決算額 

－ 
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 (ⅳ) 通園施設の充実                                                                        単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

052 児童発達支援

事業、放課後

等ディサ－ビ

ス、保育所等

訪問支援事業 

障がいを持つ児童とその保護者に対し

て、療育の充実と支援の推進を図る。 
－ 

在園児（保育・訓練・相

談等）    延4,301名 

キッズクラブ、きらきら

クラブ    延665名 

保育所等訪問支援事

業       延10名 

OT、整形診察、発達検

査、親子教室 

延982名 

支援を必要とする児童を対象に

療育指導を積極的かつ継続的

に取り組んでいる。より充実さ

せるために、専門的なスタッフ

の確保や保育士の育成が必要

となる。 

児童発達支援

センタ－ 

やまばと学園

28決算額 

－ 

療育関係機関

との連携

在宅児童の障がいの状況等に応じ、適

切な対応ができるよう、関係機関との

連携の充実を図る。 
－ 

ひまわり親子教室 

        延260名 

27 年度より、ひまわり親子教室

を健康増進課・発達支援課・や

まばと学園の 3 課で開催する。

検討会議等で連携を持ち、療育

が必要な児童をやまばと学園

の週1日・週2日通園へつなげ

る。 

28決算額 

－ 

専門職員によ

る在園児への

療育指導

心理指導員・理学療法士・作業療法士・

言語聴覚士・保育士等、専門職員によ

る療育指導の充実に努める。 
－ 

発達相談・発達検査

延127名 

OT訓練    延349名 

ST相談・訓練 

        延351名 

個別支援計画 

年2回作成 

27年度よりOTが常駐となり、個

別訓練だけでなく保育中のアプ

ロ－チや保護者面談等療育の

幅が広がる。個別支援計画を作

成し決め細かな療育支援を行う

が、さらなる充実のためには、

保育スタッフの育成が課題とな

る。 

28決算額 

－ 

(ⅴ) 手当等の支給・在宅福祉サ－ビスの充実                                                       単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

038 

（再） 

水道料金の減

免（通称：福祉減

免）

国民年金法による遺族基礎年金を受

給している世帯であって池田市ひとり

親家庭医療費の助成に関する条例に

よる医療証の交付を受けている世帯

並びに、児童扶養手当受給世帯、身

体障がい者（児）（身体障がい者手帳

1･2 級所持者）及び知的障がい者

（児）（療育手帳所持者）世帯に対して

福祉の増進を図り、生活向上安定に

寄与する。 

－ 

2,447件 事業の見直しにより平成29年4

月から廃止。 

上下 

水道部 

営業課 

28決算額 

21,150 

下水道使用料

の減免（通称：

福祉減免）

－ 
2,447件 事業の見直しにより平成29年4

月から廃止。 

28決算額 

13,985 

053 障がい者医療

費助成 

重度の身体障がい者及び知的障がい

者に対し医療費の一部を助成し、健康

の維持・回復に努めるとともに、医療に

かかる経済的負担の軽減を図る。 

113,014 
受診件数   14,689件 障がい福祉課との連携により受

給者の把握に努め、608 名に医

療証を交付した。 

保険 

医療課 

28決算額 

101,457 

054 障がい児通所

支援事業 

障がい児通所施設での児童福祉サ

－ビスの給付費及び医療費を給付す

る。 

214,069 給付人数  延2,439名 身近な地域で、障がいの特性に

応じた療育等が受けられるよう

に努めた。 

発達 

支援課 
28決算額 

183,720 

重度障がい者

住宅改造助成 

住宅改造費を助成することにより、心

身障がい者（児）の住み良さと生活の

向上を図る。 

200 申請         2件 住宅改造費を助成することによ

り、心身障がい者（児）の生活の

向上が図られている。 

障がい 

福祉課 
28決算額 

400 



－ 28 － 

054 特別児童扶養

手当 

20 歳未満で、中程度の障がいにある

児童を監護している父母、又は父母

に代わって養育している方に支給す

る。（市では、申請書の受付事務の

み） 

－ 
受給者数    171名 制度の周知に努めた。 発達 

支援課 

28決算額 

－ 

特別障がい者

手当等給付 

最重度障がい者（児）の経済的負担

の軽減を図る。（福祉手当、障がい児

福祉手当、特別障がい者手当） 

8,760 障がい児福祉手当 

延497名 

制度の周知に努めた。 発達 

支援課 28決算額 

7,245 

37,552 
福祉手当   延24名 

特別障がい者手当 

延1,264名 

最重度障がい者の経済的負担

の軽減が図られている。 

障がい 

福祉課 

28決算額 

34,220 

055 障がい者補装

具・日常生活

用具給付 

障がい者（児）に対し、補装具・日常生

活用具を給付・貸与して、日常生活の

便宜を図る。 

47,884 
物品扶助    160件 

日常生活用具1,014件 

障がい者（児）に対し、補装具・

日常生活用具の給付等をするこ

とにより、生活の質の向上が図

られている。 

障がい 

福祉課 

28決算額 

42,088 

056 障がい者ブラ

ッシング指導 

障がい児ブラッシング指導や障がい児

（者）歯科診療の受診機会を提供し、歯

の健康管理の増進を図る。 

97 ブラッシング指導 

           72件 

障がい者（児）歯科診療の受診

機会の提供により、歯の健康管

理の増進が図られている。 

障がい 

福祉課 
28決算額 

97 

障がい者歯科

診療 

心身障がい児に対する歯の健康管理

の増進を図る。 
650 

96件 障がい者（児）歯科診療の受診

機会の提供により、歯の健康管

理の増進が図られている。 28決算額 

480 

057 障がい者機能

訓練 

重点施策 8

心身機能の維持回復を図るため、理学

療法士等による必要な訓練を行う。 
－ 実人数       20名 

実施回数    216回 

理学療法士による必要な訓練を

行うことにより心身機能の維持

回復が図られている。 

障がい 

福祉課・ 

休日急病 

診療所

28決算額 

－ 

(ⅵ) 関係機関との連携の充実                                                                   単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

058 手話通訳者派

遣事業

聴覚・言語障がい者（児）に対し、手話

通訳者を派遣することにより、コミュ二

ケ－ションの円滑化と社会参加の増進

を図る。 

2,297 
利用実人数    12名 聴覚・言語障がい者（児）に対

し、手話通訳者を派遣すること

により、コミュニケ－ションの円

滑化と社会参加の増進が図ら

れている。 

障がい 

福祉課 

28決算額 

1,903 



－ 29 － 

③ 要保護及び要支援児童と家庭への支援の充実 

(ⅰ) 問題の早期発見・相談援助体制の充実                                                         単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

059 児童家庭相談

事業

重点施策 9

【新規】

児童虐待など子どもと家庭に関する

相談を行うとともに、関連機関との連

携を図り、子どもと家庭の支援を行

う。 

1,592 

相談件数      143件 

子育て応援ブックの配

布。 

児童と家庭に関する相談を行

い、子どもが安全に安心して生

活ができるよう関係機関と連携

を取りながら支援を行った。 

4 か月児健康診査で子育て応援

ブックを配布し、子育て支援情

報の提供を行った。 

子育て 

支援課 

28決算額 

1,619 

児童虐待発生

予防事業 

重点施策 9

【新規】

児童虐待による死亡事例中、乳幼児

が9割と高く、その1割が乳幼児健診

未受診家庭であることから、4 か月児

健診、1歳6か月児健診、3歳6か月

児健診未受診家庭について健康増進

課と連携し対応を行う。 

－ 

情報提供件数   9件 関係機関からの情報提供をもと

に情報収集及び訪問、調査を行

い、子どもの状況把握に努め、

必要に応じて支援を行った。そ

の対応をについて要保護児童

対策地域協議会で報告し検討を

図った。 

28決算額 

－ 

児童虐待発生

予防事業 

重点施策 9

【新規】

児童虐待防止推進月間の取り組み及

び虐待の発生予防を目的として、オレ

ンジリボン運動の推進や講演会・施

設訪問等において啓発活動を行う。

また、児童虐待発生予防の観点か

ら、親支援プログラム（ベビ－プログ

ラム(BP)、ノ－バディズパ－フェクトプ

ログラム(NP)）及び子ども支援プログ

ラムに取り組む。 

798 

オレンジリボン運動：

のぼりやタペストリ－

の掲示及びオレンジリ

ボンの配布。 

親支援プログラム： 

BP 年11回 

NP 年  1回 

子ども支援プログラム：

保育所1か所で実施。 

のぼり及びタペストリ－の掲

示、オレンジリボンの配布、子

どもに関わる機関への啓発訪

問を行い、オレンジリボン運動

を推進した。 

児童虐待防止の観点から親支

援プログラムや子ども支援プロ

グラムを実施し、予防的な取り

組みを行った。 

28決算額 

525 

虐待相談

（児童相談）

重点施策 9 

【新規】

児童虐待の通告及び相談の受理と相

談支援、措置等を行う。 
－ 

池田子ども家庭センタ

－（豊中市、池田市、箕

面市、豊能町、能勢町）

における虐待相談対

応件数      942件 

虐待通告における 48 時間以内

の初期調査確認をさらに強化

し、関係市町村との連携の下、

事案送致、援助依頼をすすめて

いく。 

大阪府池田

子ども家庭

センタ－
28決算額 

－ 

児童相談 

（里親相談含

む） 

重点施策 9

【新規】 

児童に係る相談･措置に関することに

ついて応じる。 

障がい相談、養護相談、非行相談、

育成相談、里親相談を行う。 

－ 

池田子ども家庭センタ

－における児童相談

受付件数    3,118件 

里親シンポジウムを豊

中市、箕面市で実施。 

引き続き、池田子ども家庭セン

タ－管内での学校警察連絡会、

要保護児童地域対策協議会を

通じての社会的養護を要する児

童への適切な支援、措置を図

る。また、里親委託促進を図る

ため、里親シンポジウムを通じ

ての里親の普及啓発を図る。 

28決算額 

－ 

 (ⅱ) 児童虐待防止ネットワ－クの充実                                                            単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

060 池田市要保護

児童対策地域

協議会虐待関

係部会実務者

会議 

虐待の防止・早期発見・援助活動など

総合的な取り組みを推進するため、保

健・医療・福祉・教育等関係機関・団体

や子ども家庭サポ－タ－等関係者から

なる「児童虐待防止ネットワ－ク」を組

織し、虐待の早期発見・早期対応に向

けネットワ－ク活動の推進を図る。 

－ 

実務者会議   年4回 

運営会議    年9回 

個別ケ－ス検討会議

年55回 

講演会      年1回 

池田市の台帳登録の全ケ－ス

について、援助方針及び処遇の

決定や関係機関とともに虐待に

関する認識と理解を深め、ネット

ワ－クでの総合的な取り組み

の促進が図れた。 

また、継続的に研修会を開催し

児童虐待に対する理解や実務

者のスキルアップを行った。 

子育て 

支援課 

28決算額 

－ 
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(ⅲ) 要支援家庭への支援                                                                      単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

061 養育支援訪問

事業 

重点施策 9

要保護児童とその家庭を身近な地域で

支援できるよう、地域の関係機関と情

報を共有するとともに、養育支援が特

に必要な未就学児のいる家庭に訪問

し、保護者と協議した上で必要な援助

を行う。また、要支援家庭に対する支

援のネットワ－クづくりをしていくなど、

協働して支援する体制を引き続き整備

する。 

3,882 

訪問実家庭数  30戸 

訪問延家庭数  95戸 

訪問実人員    51名 

訪問延人員   136名 

実績は年度により増減がある。28

年度は前年度より増加した。養育

支援が必要な家庭では、課題が

多岐にわたり複雑化しており支援

体制の充実は必要。 

健康 

増進課 

28決算額 

2,898 

062 人材育成と支

援 

主任児童委員等の人材育成と支援を行

う。 

－ 希望に応じて、子ども

家庭センタ－見学対応

を実施。 

平成 28 年度では池田市よりの希

望は無かった。 

大阪府池田

子ども家庭

センタ－
28決算額 

－ 

にじの会(有償

協力員派遣) 

在宅福祉ニ－ズに対し、有償で家事

援助・産前産後の援助・留守番などの

福祉サ－ビスを提供する。 

－ 
利用会員     92名 

協力会員     26名 

活動件数   1,872件 

活動時間  3,290時間 

産前産後については16件、32時

間の活動が行われた。 

社会福祉

協議会

28決算額 

－ 

(ⅳ) 経済的負担の軽減                                                                        単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

063 助産施設入所 保健上必要があるにもかかわらず、

経済的理由により入院助産を受ける

ことのできない妊産婦を入所させて

生活支援を図る。 

1,639 
HP掲載 適正な実施に努める。 子育て 

支援課 

28決算額 

441 

小・中学校就

学援助 

要保護及び準要保護世帯の児童･生

徒及び特別支援学級在籍児童･生徒

に対し、小・中学校の諸費用の一部を

援助する。（特別支援教育就学奨励

事業、就学援助事業） 

（小） 

41,177 

（中） 

44,844 

入学説明会、市広報、

HP等で周知。 

○就学援助 

 ・小学生    352名 

 ・中学生    293名 

○特別支援教育 

 ・小学生    185名 

 ・中学生     62名 

就学に当たり経済的な援助を必要

とする世帯は依然として多く、今後

とも本事業の継続が必要である。 

総務・ 

学務課 

28決算額 

（小） 

27,985 

（中） 

32,945 

福祉貸付事業 生活のつなぎ資金、高等学校の入学

準備金、交通遺児の就学資金。生活

資金一世帯250,000円以内、高等学

校入学準備金一人300,000円以内、

交通遺児は月額2,000円（小・中学校

に通学する者） 

4,524 

生活つなぎ資金 

6件  132万円 

高校入学準備金 

9件  249万円 

交通遺児就学資金 

0件 

生活つなぎ資金は 27 年度より件

数が減少している。 

高校入学準備金は 27 年度より件

数が増加している。 

交通遺児の貸付については27年

度、28 年度ともに貸し付け実績な

し。 

生活 

福祉課 

28決算額 

3,810 
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④ 不登校児童・生徒等の自立支援の充実 

(ⅰ) 子どもの支援・相談体制の充実                                                               単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

064 いじめ・不登

校問題対策 

事業 

重点施策 10 

いじめ・不登校問題を中心に、課題を抱

える児童生徒及びその保護者・家庭を

支援するために、教育センタ－より小

中学校へ「いじめ・不登校対応支援員」

を派遣し、校内における児童生徒支援

の推進を図る。 

9,234 

いじめ・不登校対応  

支援員         8名  

活動回数     748回  

支援回数    2,878回  

支援した児童・生徒数  

              576名 

「いじめ・不登校対応支援員」は、

学校の教職員と連携・協働の下、

①不登校児童生徒への早期対応

及び不登校の未然防止への支援

②準不登校児童生徒に対する校

内適応指導教室等での支援③課

題のある児童生徒の実態把握と

教職員との連携を通した支援等の

充実を図るため、積極的に児童・

生徒と関わり、支援活動を行っ

た。 

教育 

センタ－ 

28決算額 

2,887 

進路指導・ 

進路選択支援 

進学意欲を有しながら経済的な理由

により就学が困難な支援を要する生

徒や青少年に対して、家庭の状況や

個々の課題等に対応した相談体制を

構築し、要支援生徒や青少年が積極

的に自己の進路を考え将来に対する

展望が持てるよう支援する。 

－ 

奨学金制度、つなぎ融

資について、各中学校

へ周知を図った。 

奨学金について個別

相談を実施。 

学校担当者・保護者・市民からの

相談を受け、高等学校、専修学

校、大学進学に関する奨学金に

ついて情報提供して、進路選択を

支援した。 

学校教育

推進課 

教育 

センタ－ 28決算額 

－ 

教育相談 

重点施策 10 

市民サ－ビスとしての教育相談、子

どもと保護者、学校現場の要望に応

えた教育相談をすることで、教育効果

を高める。 

3,860 
相談件数   2,636回 

受理終了会議  37回 

池田市広報にて周知 

相談内容は、多様化・複雑化して

おり、相談件数も依然として多い。

１つのケ－スについて、親担当・

子担当で対応した。保護者了解の

下、学校園との連携等も行った。 

教育 

センタ－

28決算額 

3,303 

NPO連携教育

相談 

重点施策 10

ＮＰＯの独自性、機動性、柔軟性を発

揮し学校に適応困難な児童・生徒（不

登校児童・生徒）や保護者のニ－ズに

あった場を設定することにより、よりき

め細やかな対応を図る。 

8,000 
スク－リング及び相談

件数        4,493件 

ＮＰＯの独自性や柔軟性が発揮さ

れ、様々な課題のある児童・生徒

のニ－ズにあった活動の場とな

っている。 28決算額 

15,629 

065 スク－ルカウ

ンセラ－活用

事業 

重点施策 10 

市立学校に、児童・生徒の臨床心理

に関して専門知識と経験を有するスク

－ルカウンセラ－を配置し、学校の

教育相談の充実を図る。 

4,800 
延べ相談件数 

中学校     2,340件 

（府費事業） 

小学校     2,390件 

平成 26 年度より全小学校への配

置がなされている。各校で児童生

徒・保護者や教員のカウンセリン

グのほか、校内委員会やケ－ス

会議でも専門性を発揮するなど大

きな役割を担っている。 

教育 

センタ－

28決算額 

4,811 

066 適応指導 

重点施策 10

不登校等集団に適応しにくい児童・生

徒に対して、教育相談や適応指導教

室（ビ－ンズ）等を実施する。またいじ

め・非行・問題行動等の課題を抱える

児童生徒の教育相談体制を充実す

る。山の家における教育相談機能の

支援を図る。

1,475 

学校復帰した 

児童・生徒数    4名 

適応指導教室 

開所日数     152日 

適応指導教室在籍数 

           12名 

学習指導と並行して、ソ－シャル

スキル学習を実施したことで、学

習意欲の向上とともに、対人面で

の改善が図られることにより、学

校復帰を果たした。また、学校復

帰には至らないが、定期考査受

験や対人関係の広がりにつなが

った。 

教育 

センタ－ 

28決算額 

1,635 

中学校指導支

援事業 

児童・生徒の健全育成を図るために

「中学校区生活指導協力委員会」を組

織し、非行防止等に努める。 

75 
各中学校区、学期毎に

年3回の委員会を 

開催。 

祭りなどの際の歩道巡

視活動を実施。 

中学校区の教育関係機関と地域

の関係団体が生徒指導上、また

学校安全に関する課題などを共

有するとともに、連携して指導に

当たっている。 

28決算額 

75 
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第2節 子どもを安心して生み育てることができる環境づくり 
1．地域の子育て環境の整備・充実  
① 地域における子育て支援の推進 

(ⅰ) 地域における子育て相談支援機能の充実                                                       単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

067 利用者支援事業 （母子保健型） 

妊娠届出時に保健師による全数面接を

行い、支援を要する妊婦の把握に努め

ている。フォロ－が必要な妊婦には支

援計画の作成や台帳管理を行い、もれ

なく継続的な支援を行う。妊娠期からの

切れ目ない支援を推進する。 

42 

妊娠届出時面接数 

           781名 

妊産婦指導票作成

数・検討数    96名 

支援を要する妊婦のもれない把

握に努めた。妊産婦指導票作成

件数や支援計画内容について

は、経年的にみていくことで、現

状の把握と適切にフォロ－できて

いるかを検証していく。 

健康 

増進課 

28決算額 

0 

地域子育て 

支援拠点事業 

子育て親子の

交流 

重点施策 3 

子育て親子が気軽にかつ自由に利用

できる交流の場の設置や子育て親子

間の交流を深める取組等の地域支援

活動の実施。 

－ 

ホップくん 

242回、 551組 

わたぼうし 

254回、3,713組 

もりもりＫＩＤＳ 

293回、7,486組 

くるぽん 

（ポンポコクラブ） 

185回、6,544組 

住まいの近くで子どもを連れて遊

びに行ける場所や、イベント状況

などを携帯サイト等で情報発信

し、参加のきっかけを作ってい

る。 

子育て 

支援課 

28決算額 

－ 

地域子育て 

支援拠点事業 

子育て等に関

する相談の実

施 

子育てに不安や悩みなどを持っている

子育て親子に対する相談、援助の実

施。 

－ 

ホップくん      13件 

わたぼうし    257件 

もりもりＫＩＤＳ  999件 

くるぽん 

（ポンポコクラブ） 

111件 

色々な場を工夫することで先輩マ

マなどの育児体験を聞けて、自分

の育児に役立てることができる。

母親同士のつながりで不安や悩

みも解消できる。 
28決算額 

－ 

地域子育て 

支援拠点事業 

子育て支援に

関する情報の

提供 

子育て親子が必要とする身近な地域の

様々な育児や子育てに関する情報の

提供。 

－ 
おたよりの発行 

月1回 

ＨＰの更新   月1回 

タイムリ－な情報を掲

示配布 

携帯サイトにて、地域で親子が遊

べる場所の情報等を発信してい

る。 

28決算額 

－ 

地域子育て 

支援拠点事業 

講習等の実施 

子育て親子や、将来、子育て支援に関

わるスタッフとして活動することを希望

する者等を対象として、月1回以上、子

育て及び子育て支援に関する講習等を

実施。 

－ 

ホップくん 

21回、 214名 

わたぼうし 

51回、1,541名 

もりもりＫＩＤＳ 

18回、 192.組 

くるぽん 

（ポンポコクラブ） 

37回、 542組 

子育て中のお母さんたちの力を生

かしながら、楽しい講習会がそれ

ぞれ企画できた。 

28決算額 

－ 

068 ｗｅ ｌｏｖｅ子育 

て事業（子育て 

支援推進員） 

保育所に子育て支援推進員を配置

し、地域の児童及びその保護者を対

象に、保育所のもつ子育て機能を活

用した体験保育の実施をする。また、

地域の児童及びその保護者や保育所

児童の保護者を対象に、子育てに関

する様々な相談を行う。 

6,074 

公立保育所4所1園に

おいて、入所・園児と

の交流、児童の発達状

況の相談、保護者へ

の助言などの支援を

行う。 

（毎月1回以上） 

保育体験：1回 1 名 

育児相談： 603回 

各所・園に子育て支援推進員が配

置されていることが浸透し、保育

所・園へ継続的に遊びに来られる

親子が増えるなかで、他の親子と

の交流も楽しみにされており、地

域でのつながりに広がっている。 

幼児 

保育課 

28決算額 

5,520 
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068 家庭支援推進

保育所事業 

保育所の持つ子育て機能を活用し、

地域の児童及びその保護者や保育所

児童の保護者を対象に子育て支援の

充実に努める。 

－ 
各所・園での支援だよ

りなどを通して周知す

る。 

出前保育    196 回 

1,342組1,574名 

家庭環境の配慮したきめ細かな

保育の実施と家庭訪問・出前保

育等を行い、引きこもりがちな家

庭や配慮を要する家庭・保護者

への支援に努めた。 

幼児 

保育課 

28決算額 

－ 

(ⅱ) 子育てに関する情報提供の充実                                                           単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

069 親子教室 

(パパと遊ぼう) 

就学前の子どもと親を対象に、父親と 

一緒にいろいろなあそびを楽しむとと 

もに、同年代の子どもをもつ子育て仲 

間に出会える場の提供を図る。 

－ 

ホップくん 

2回、父親5名 

わたぼうし 

12回、父親54名 

パパたちが集い、交流できるイベ

ントを開催。 

子育て 

支援課 

28決算額 

－ 

年齢別 

親子教室 

同年齢の子どもを対象に、ふれあい

遊びを中心とした活動を通して子育

ての楽しさ、喜びを共感しあえるとと

もに参加した親同士の仲間作りやコミ

ュニケ－ションの場として子育ての楽

しさを感じてもらう場。

－ 

わたぼうし 

20回、201組 

月齢の近い子ども同士がふれあえ

る場のニ－ズは高い。早期の段階

から集える場を設けることで、お母

さんの孤立を防ぎ、今後の子育て

に役立っている。 

子育て 

支援課 

28決算額 

－ 

ふたご・みつ

ごのびのび 

ふたごやみつごを持つ保護者とその

子ども、また妊婦さんを対象に育児の

悩みなど一緒に考えたり、遊んだり、

おしゃべりする場。 

－ 
12回、57組 情報交換の場として定着している。 

28決算額 

－ 

フル－ツ 

バスケット 

外国人の親子を対象に親子の交流

や情報交換をする場。 

－ 12回、59組 情報交換の場として定着している。 

28決算額 

－ 

いちご 

パ－ティ－ 

満1歳の誕生月に「いちご通信」を送り

「いちごパ－ティ－」のお誘いをする。 

－ いちご通信    760通 

24回、301組 

参加率        40％ 

子育て情報の提供と親子同士の交

流の場として機能・定着している。 28決算額 

－ 

子育てサロン 子育て中の親たちの不安を少しでも

軽減し、気軽に子育ての悩みを相談

できる仲間づくりを図る。主に0～3歳

の乳幼児と保護者を対象に親同士の

交流の場と子どもたちの遊びの場を

提供し、子どもたちの自由遊びや季

節の行事、ゲ－ム、絵本の読み聞か

せ等を行うとともに親同士の交流の

場の提供を図る。 

－ 

10小学校区 

11か所で開催 

実施回数    165回 

延参加者数  3,879名 

延協力者数  1,265名 

身近な場所で子育て中の親たちが

安心して集まれる場を提供し、仲間

作りを進め、不安の軽減を図った。 

社会福祉 

協議会 

各地区福

祉委員会

28決算額 

－ 

070 アイ・あいブッ

ク事業 

4か月児健診を受診する乳児の保護者

を対象に、子育てに関する資料の配布

と、絵本を通して親子で楽しい時間を

分かち合うことの大切さについてアド

バイスし、地域で楽しく子育てできる環

境づくりを推進する。 

－ 

24回 735組 絵本の読み聞かせは好評。4 か

月という早い段階で子育て支援情

報等を提供でき、地域の子育て支

援の場につなぐ等の対応ができ

た。 

子育て 

支援課 

28決算額 

－ 
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施策№ 事業名 事業内容 
29年度

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

071 子育て支援パ

ンフレット作成

事業 

保健・医療・福祉・教育等の各分野で実

施している子育て支援に関するサ－ビ

スなどの情報をわかりやすくとりまと

め提供する。 

616 

・いちご応援団 

2,000部 

・公園マップ  1,000部 

・お父さんの子育てハ

ンドブック    500部 

・地震から子どもを守

るハンドブック 

1,000部 

・す・ｋｉｄｓいけだ 

1,000部 

毎年の最新情報を発信するツ－

ルの一つとして重要な役割を担

っている。 

子育て 

支援課 

28決算額 

581 

072 情報通信技術

（ＩＴ）を活用した

情報の提供 

子育て支援ホ－ムペ－ジの開設や電

子メ－ル、携帯電話など情報通信技術

（ＩＴ）を活用するなど、子育て情報の提

供方法を充実する。 

－ 
月1回 

ホ－ムペ－ジ更新 

25年度3月～ 

携帯サイト開設 

必要な情報をタイムリ－に提供で

きるよう今後とも充実を図る。 

子育て 

支援課 

28決算額 

－ 

073 地域子育て支

援推進会議 

各中学校区で子育てに関わる機関が

集まり、それぞれの情報共有をすると

ともに、地域の子育て機能の充実を図

る。 

－ 
年36回 地域性が生かされた会議となっ

ている。情報共有を核とし、池田

市での子育て支援を考えていく

場にする。 

子育て 

支援課 

28決算額 

－ 

(ⅲ) 地域における子育て支援サ－ビスの充実                                                       単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

074 地域開放、所

（園）庭開放 

公私立の保育所（園）において、在宅

の就学前児童の親子に所庭を開放

し、親子の交流の場を提供するととも

に、子育て相談の充実を図る。また

幼稚園では未就園の子ども同士が互

いに遊び交流できる場を提供すると

ともに、幼稚園を地域の教育センタ－

として機能の充実に努める。 

－ 

ほぼ毎日開放してい

るところ、曜日を決め

ているところとさまざ

まである。保育所（園）

前の掲示板などで周

知。 

地域開放 公立185回 

所庭開放 公立852回 

地域の児童及びその保護者の交

流や相談など支援の充実に努め

た。入所児童数の増加により、開

放する時間帯を少し絞って、安全

面にも配慮することで、より安心し

て親子で遊べる場として定着して

いる。 

幼児 

保育課 

28決算額 

－ 

地域交流・園開

放（あそびの

広場） 

－ 

各園で工夫して実施。

広報「いけだ」に年間3

回実施日時等を掲載。 

未就園児に遊びの場を提供し、互

いの交流を促すとともに、子育て

支援として、保護者に相談・交流

の場を提供することに寄与してい

る。 

学校教育

推進課 

(幼稚園) 

28決算額 

－ 

075 病後児保育 市内に在住している生後 57 日から小

学6年生までの病気または病気回復期

にある乳幼児で、仕事や冠婚葬祭等や

むを得ない事情により家庭での保育が

困難な児童を病後児保育所において

一時的に保育し、子育てと児童の養護

に努める。また、平成28年12月から病

気の回復期に至ってない児童を預かる

ことができる病児・病後児保育室を開

設した。 

14,956 

保育所入所児童につ

いては、年度始めにリ

－フレット及び必要書

類を配布。池田市広報

やタウン誌において

周知。 

登録者数     304名 

利用者延人数 

病児           83名 

病後児         32名 

病児保育が始まったことで、利用

者は昨年度より増加している。 

幼児 

保育課 

28決算額 

12,219 

076 子育て短期支

援事業 

（ショ－トステ

イ事業） 

保護者が就労や疾病等の理由により

家庭での養育が困難になった場合の

支援サ－ビスとして、ニ－ズに応じ充

実を図る。 

177 
HP掲載 関係機関と連携をとり、適切な支

援の実施に努める。 

子育て 

支援課 

28決算額 

0 
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077 一時預かり 

事業 

傷病や事故・介護等の緊急時、育児

からのリフレッシュ、買い物・就労等、

保護者の様々なニ－ズに幅広い対

応を図るため、保育所における一時

預かりの受け入れ定員の充実を図

る。また、幼稚園においても、保護者

の就労意向の高まりを支援するた

め、教育時間外の時間帯で保育を実

施する預かり保育の充実も図る。 

11,060 

公立2所1園、私立5 

園において補助事業

として実施。 

利用人数  3,395名 

保護者の様々なニ－ズに幅広く

対応することに寄与している。 

幼児 

保育課 

28決算額 

23,663 

078 いけだファミリ

－・サポ－ト・

センタ－事業 

概ね生後2か月～小学校4年生までの

児童の保育サ－ビスを補完する子育

て支援サ－ビスとして積極的に利用啓

発の促進を図る。 

4,474 

依頼会員   612名 

援助会員   194名 

両方会員    77名 

活動件数   406件 

活動回数  1,546件 

事業における安全確保及び事故

防止のための会員の講習会の充

実を図っている。継続して会員確

保に努める。 

子育て 

支援課 

28決算額 

4,474 

② 多様なニ－ズに応える保育サ－ビスの推進 

(ⅰ) 保育内容の充実                                                                         単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

079 保育所保育内

容の充実 

子どもの人権意識を培い、豊かな感性

や創造性を育むために、年齢や発達

に応じたきめ細かな保育内容の提供を

図る。また、各所（園）が特色のある保

育を推進し、保育の質の向上に努め

る。 

－ 

各保育所、認定こども

園で環境保育や育児

担当制、運動遊び、音

楽遊び等、それぞれ

に工夫し保育の質の

向上に努めている 

（公立4所1園、私立保

育園 13 園、私立認定

こども園1園） 

人権保育を基盤とした保育課程の

もと、各所園とも自主的に研修に

取り組んでいる。また、幼保一体

化に向け学校教育導入研修に取り

組んでいる。 

幼児 

保育課 

28決算額 

－ 

(ⅱ) 多様な保育サ－ビスの充実                                                                 単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

080 保育所入所事業

重点施策 4 

潜在的な保育需要にも対応できるよ

う、池田市子ども・子育て支援事業計画

に基づき、保育所等の施設整備及び認

定こども園の整備を進め、待機児童を

発生させないよう努める。また、保護

者の就労形態やライフスタイルに合わ

せ、乳児保育・延長保育・休日保育など

の保育サ－ビスの拡充に努める。さら

に、認定保育施設に対する財政的支援

や保育ステ－ションを活用した送迎保

育などにより保護者の利便性の向上を

図る。 

1,634,505 

市内公立 4所・1園 

市内私立  14園 

 児童数 1,502人 

待機児童解消保育事

業：ふくまるキッズ園・

カルガモ・ポンポコ 

述べ  19人/月平均 

保育需要に応じたサ－ビスを提供

できた。 

幼児 

保育課 

28決算額 

1,404,300 

081 乳児保育 全公・私立保育所（園）において、生

後 57 日目からの産休明け保育を実

施する。（石橋保育所、さつき保育

園、こうせい保育園、きらきら保育園

を除く） 

－ 

0歳児の入所は公立3

所１園、私立11園をあ

わせ実人数151名。 

産休明け保育のニ－ズに対応で

きた。 

幼児 

保育課 

28決算額 

－ 
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082 時間外保育事

業（延長保育事

業） 

就労形態の多様化に対応した保育サ

－ビスを提供するため、全公・私立保

育所（園）で午前7時から午後7時ま

での 12 時間保育を実施することで、

サ－ビスの充実を図る。（但し、中央

保育園、宣真認定こども園について

は一部午後8時まで） 

－ 

市内全保育所等で実

施している。 

利用実人数 

公立4所1園 338名 

私立    14園 707名 

多様な就労形態に対応し、子育て

への支援を図っている。 

幼児 

保育課 

28決算額 

－ 

幼稚園の預か

り保育 

教育時間以外の時間帯における保育

を実施することにより、幼児の心身の

健全な発達を図るとともに保護者の

子育てを支援する。預かり保育の対

象は、幼稚園に在園する園児のうち、

保護者が預かり保育を希望する園

児。保育時間終了後、午後6時まで。

（休日及び幼稚園の休日は除く。） 

2,925 

入園説明会や入園式

に実施要領を配布し、

子育て支援などを目

的に預かり保育を実

施していることを周

知。 

常時預かり   346名 

臨時預かり 1,467名 

（各延べ人数）   

近年、利用人数は増加傾向にあ

り、今後とも保護者の子育てを支

援していく。 

総務・ 

学務課 

28決算額 

4,153 

083 休日（日曜日・

祝日）保育 

保護者の勤務等により、日曜日・祝日

に保育に欠ける児童を保育ステ－シ

ョン「カルガモ」で保育を実施し保育

サ－ビスの充実を図る。 

1,813 
一日平均    49 名 

延べ利用者数 331名

保護者の多様な就労形態等に対

応し、子育て支援の推進に努め

た。 

幼児 

保育課 

28決算額 

1,813 

084 送迎保育ステ

－ション事業 

古江保育所、私立細河保育園、ふし

お台保育所に入所している児童の

朝・夕の送迎拠点として、池田駅前保

育ステ－ション「カルガモ」を活用し保

護者の保育所までの送迎の負担軽

減と、利便性の向上を図る。 

14,194 

月平均登録人数41名 

延べ利用数  9,027名 

保育所等入所希望の選択肢を増

やすことで、待機児童の解消に貢

献するとともに、保護者の送迎の

軽減を図ることができた。 

幼児 

保育課 

28決算額 

14,194 

石橋保育所、なかよしこども園に入所

している児童の朝・夕の送迎拠点とし

て、送迎保育ステ－ション「もりもり

KIDS」を活用し、保護者の保育所まで

の送迎の負担軽減と、利便性の向上

を図る。 

14,683 

月平均登録人数23名 

延べ利用数  5,326名 

保育所等入所希望の選択肢を増

やすことで、待機児童の解消に貢

献するとともに、保護者の送迎の

軽減を図ることができた。 

28決算額 

12,330 

085  認定保育施設

への運営支援 

待機児童解消のため貢献している認

定保育施設を 2 施設認定し、運営の支

援を行う。 

－ 
 平成27年度までの事業。 幼児 

保育課 

28決算額 

－ 

③ 放課後児童対策の充実 

(ⅰ) 留守家庭児童会の充実                                                                    単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

086 留守家庭児童

会運営事業 

保護者の就労意向の高まりに伴うニ

－ズの増大に対応するとともに、小

学校内の留守家庭児童会において、

障がい児を含めた受け入れ体制の

充実を図る。 

また、活動内容・指導員の資質の向

上に努め、子どもたちの生活指導、

遊び指導等の充実を図る。 

8,211 

事業参加児童 

延べ   111,064名 

年間288日運営、利用時間最大で

19時まで。 

12児童会666名で実施。 

子育て 

支援課 

28決算額 

7,268 
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(ⅱ) 地域との連携                                                                           単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

087 子どもの居場

所づくり推進事

業及び放課後

子ども総合プ

ラン 

子どもたちが、安全で安心してスポ－

ツや文化活動などの様々な体験活動

ができるよう、地域の大人たちが積極

的に子どもたちと関われるよう、活動

内容の充実を図る。 

5,032 

指導者参加数4,162名 

子ども参加数37,207名 

実施回数    483回 

大人と子ども間の交流も含めて子

ども達が放課後を有意義に過ご

せる事業として定着。 

放課後子ども総合プランの策定に

伴い留守家庭児童会との連携を更

に図る必要あり。 

教育 

センタ－

28決算額 

3,753 

④ 子育て支援ネットワ－クの充実 

(ⅰ) 子育てグル－プやボランティアへの支援の充実                                                   単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

088 ボランティア交

流会 

ボランティア団体の活動支援、活動助

成や育成、各種講座の充実を図る。 
－ 実施回数     １回 

参加者数    16名 

ボランティア同士の交流の場とな

っている。 

子育て 

支援課 
28決算額 

－ 

ボランティアセ

ンタ－活動の

充実 

－ 
ボランティア活動希望 

67名 

ボランティア依頼 

          59件 

各種講座 

7講座 73名 

広報誌    3回発行 

ボランティアの活動支援、 ボラ

ンティアの育成を行うことができ

た。 

社会福祉

協議会

28決算額 

－ 

 (ⅱ) 子育て支援ネットワ－クの充実                                                                                           単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

089 中学校区推進

会議 

重点施策 5 

地域の実情に応じたきめ細かな子育

て支援サ－ビスのネットワ－クづくり

として、中学校区の子育て支援推進

会議や活動の充実を図る。 

－ 

池田中学校区 

（ラウンズアイ） 6回 

渋谷中学校区 

（ラ・ク－ダ）   5回 

細郷中学校区 

（ホップト－ク） 8回 

石橋中学校区 

（わたぼうし） 10回 

北豊島中学校区 

（ウィズてしま） 7回 

地域性が生かされた会議となっ

ている。情報共有を核とし、池田

市での子育て支援を考えていく

場にする。 

子育て 

支援課 

28決算額 

－ 

小地域ネットワ

－ク活動推進

事業 

地区福祉委員会単位で地域の要援護

者を対象に住民と関係機関・団体が

協力しながら、安心して生活できるた

めの支え合い・助け合い活動を推進

する。（ふれあいサロン・子育てサロ

ン・個別援助活動など） 

－ 

子育てサロン 

        11か所 

ふれあいサロン 

        26か所 

個別援助 

    10地区で実施 

延べ活動回数 

       38,161回 

サロン活動は順調に活動が進ん

でいる。個別援助（見守り・声掛け

活動など）については、高齢者へ

の支援が中心で子育て世代にま

で広がっていない。 

社会福祉

協議会 

28決算額 

－ 

コミュニティ－

ソ－シャルワ

－カ－設置事

業 

地域福祉をコ－ディネ－トしていくコミ

ュニティ－ソ－シャルワ－カ－を配置

し、地域が支え合う体制を充実させて

いく。 

8,352 
福祉相談件数（内容

別）   延べ 698件 

学校側や民生委員の話を聞き、支

援につながるよう連携を図った。 

高齢・福祉

総務課

28決算額 

8,066 

090 サ－クル交流

会 

サ－クル交流会を開催し、あそびの提

供・絵本・おもちゃの貸し出しを行うとと

もに各サ－クルの交流及び育成を図

る。 

－ 
5回 

参加者    266名 

サ－クルの交流・育成の場として

機能している。年 1 回、イベントを

開催。 

子育て 

支援課 

28決算額 

－ 
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2．母子の健康を支える環境の整備・充実   
① 母子の健康保持・増進 

(ⅰ) 安全で快適な妊娠・出産の確保                                                               単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

091 母子健康手帳

交付 

妊娠の届出を受け、母子の健康管理を

行うために、母子健康手帳を交付。 

交付の際、妊娠・出産・育児について

の情報提供を行うとともに、安全な妊

娠のための保健指導、産後うつや育児

の相談窓口の情報提供などにより、妊

娠・出産への不安の軽減を図る。 

126 

交付数    808件 交付数は妊娠届出数に比例。28

年度は前年度とほぼ同数。 

健康 

増進課 

28決算額 

147 

005 

（再） 

両親教室 母性・父性を高め、よりよい育児を支援

するために、講義や実技、交流会の内

容でマタニティクラスを開催。また休日

に父親準備教室も開催し、積極的な父

親の育児参加を促進する。 

421 
実施回数    34回 

受講者数  実281名 

延467名 

妊娠届出数に比例し、主に妊婦が

対象のマタニティの受講者は前年

度とほぼ同数。父親準備教室は

25 年度より回数を増やし実施。年

度により受講者数は増減がある。

28年度は25年度以降で一番少な

かった。受講された父親の育児参

加の意義は高い。参加者には概

ね好評。 

健康 

増進課 

28決算額 

254 

092 妊婦健康診査 

重点施策 1 

妊婦の健康管理の充実及び経済的負

担の軽減を図り安心して妊娠・出産が

できる体制が確保できるよう努めてい

く。 

94,045 
延受診者数  9,415名 助成金額は27年度より100,000円

となっている。一人当りの平均受

診回数は年々増加傾向だった

が、27 年度はやや下がり、28 年

度は前年度並だった。 

健康 

増進課 

28決算額 

79,011 

093 訪問指導 妊産婦の健康管理を目的に、ハイリス

ク妊婦や産婦に対して訪問を実施。産

婦については乳児家庭全戸訪問として

訪問を行っている。継続フォロ－が必

要な場合は地区担当保健師が継続訪

問している。 

3,882 
妊婦 

実5名  延7名 

産婦 

実642名  延751名 

妊娠届出時の全数面接により、ハ

イリスク妊婦を把握し、必要な妊

婦にはフォロ－を行っている。ま

た、産婦には乳児家庭全戸訪問

時に質問票にて聞き取りを行い、

産後うつの発見に努めている。 

健康 

増進課 

28決算額 

2,898 

(ⅱ) 乳幼児の健康保持・増進及び育児不安の軽減                                                                    単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

094 未熟児訪問事

業 

保健師、助産師の訪問により、未熟児

及び産婦の健康状態の観察や育児等

の保健指導を行い、異常の早期発見

や育児不安の解消に努める。 

3,882 

訪問実人員  114名 例年、乳児家庭全戸訪問の約1割

を占めている。訪問実施率は対

象者の約8割で、近年は一般的な

ケ－スとほぼ同傾向。28 年度は

前年度より訪問実人数が増加。 

健康 

増進課 

28決算額 

2,898 

095 未熟児交流会 未就園の出生体重1,500ｇ未満児とその

保護者を対象に、親子遊びや栄養相

談、保護者交流を実施。未熟児を持つ

保護者ならではの育児不安の軽減に

努める。 

3,882 
参加者数    9名 参加者は少ないが参加者からは

好評。 

健康 

増進課 

28決算額 

2,898 

096 乳児家庭全戸

訪問事業 

重点施策 1 

生後 4 か月までの乳児にいる全ての

家庭を対象に、助産師、保健師が訪

問。児の発育発達や産婦の心身の健

康状態を確認し、きめ細やかな保健指

導を行う。また育児支援の情報提供も

行っている。 

3,882 

訪問実人数  639名 「出生連絡票」を出生届出時に回

収することにより、対象者の把握

が適切に行えるようになってい

る。「出生連絡票」未提出の場合

は、地区担当保健師がアプロ－

チし訪問を行っている。実施率は

約8割。 

健康 

増進課 

28決算額 

2,898 
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施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

097 4か月児 

健康診査 

4か月児を対象に、月2回（年24回）、

集団指導、問診、身体計測、小児科

診察、保健指導等を実施する。 

2,183 受診率      98.5% 

受診者数    744名 

実施回数     24回 

受診率 98.5％であり、25.6％が要

フォロ－となった。 

健康 

増進課 
28決算額 

2,010 

1歳6か月児 

健康診査 

1歳6か月児を対象に、月2回（年24

回）、集団指導、問診、身体計測、小

児科診察、歯科診察、心理相談、保

健指導等を実施する。 

3,419 
受診率      97.9% 

受診者数    811名 

実施回数     24回 

受診率 97.9％であり、47.6％が要

フォロ－となった。 

28決算額 

3,470 

3歳6か月児 

健康診査 

3 歳 6 か月児を対象に月 2 回（年 24

回）、集団指導、問診、身体計測、検

尿、小児科診察、歯科診察、心理相

談、保健指導等を実施する。 

3,176 
受診率      97.6% 

受診者数    806名 

実施回数     24回 

受診率 97.6％であり、24.6％が要

フォロ－となった。 

28決算額 

2,975 

3歳児 

視力・聴覚検診 

3歳6か月児健診時に回収したアンケ

－トの結果、必要な児に対して、視力

検診（奇数月）、聴覚検診（偶数月）、

を各々年6回ずつ実施する。 

172 
視力受診者数  45名 

視力実施回数   6回 

視力検診要精検者       5名 

28決算額 

292 

約束クリニック 一次健診や育児相談、関係機関から

の紹介などで、経過観察が必要な児

を対象に、小児科診察と個別心理発

達相談を行う。身体計測、栄養相談等

もあわせて実施。 

小児科診察：月2回  

未熟児等対象の小児科診察：年 6 回

心理発達相談：年100回程度 

2,525 

小児受診者数 295名 

心理受診者数 458名 

小児実施回数  28回 

心理実施回数 136回 

（再掲） 

心理（集団）受診者数 

           35名

心理（集団）回数 

           10回 

受診者数は小児科診察が24年度

より微増傾向であったが、近年は

300名弱で推移。心理相談は緩や

かに減少傾向。 

小児科診察は受診者の5割が、

心理相談は9割が継続フォロ－

になっている。 
28決算額 

2,140 

098 電話育児相談 特設電話で育児相談や健康に関する

相談に対応。週2日実施。 

それ以外の日も随時対応はしてい

る。 

- 
相談件数   2,338件 相談件数が 27 年度に比べ、増加

した。 

健康 

増進課 

28決算額 

- 

育児相談会 概ね9か月から1歳4か月児を対象

に、乳児後期健診の結果から必要な

親子に案内。親子遊び、身体計測、

保健指導（育児相談）の内容で月1回

実施。 

115 
相談延人数   78名 

実施回数     12回 

28年度は相談者実･延人数とも27

年度より多かった。約 3 割が乳

児。 
28決算額 

78 

099 親子教室 1歳6か月児健診等の結果から発達の

遅れが疑われる児や育児不安のみら

れる親子で概ね 2 歳以降の児を対象

に、集団親子遊びを通じて発達支援と

経過観察を行う。通年、週1回、1 人当

り4か月間実施。2教室。 

1,573 
参加実人員   72名 

参加延人員   745名 

実施回数     93回 

実人員は 27 年度とほぼ同様だ

が、延人員は 27 年度と比べると

多かった。 

健康 

増進課 

28決算額 

1,493 

100 幼児のあそび

教室 

3歳6か月児健診等の結果から発達の

遅れや偏り、情緒に不安のみられる児

を対象に、小集団での友達同士の遊び

通じて、発達支援とスム－ズな集団参

加をめざす。週1回で1ク－ル16回。 

年2ク－ル実施。 

303 
参加実人員   19名 

参加延人員   269名 

実施回数     31回 

例年、参加児の 6～7割が幼稚園

入園にあたって、引継ぎや支援

の利用に至っている。28 年度は

約 7 割の児が、引継ぎや支援の

利用に至った。 

健康 

増進課 

28決算額 

297 

101 予防歯科教室 う蝕の急増期である1歳児から7歳児

までの子どもにフッ素塗布（予防歯科

教室）を実施し、歯科疾患の予防に努

める。 

4,608 
ﾌｯ素受診者数1,120名 

よい歯受講者数155名 

ﾌｯ素実施回数  24回 

よい歯実施回数 20回 

受診者は減少傾向にある。 健康 

増進課 

28決算額 

2,382 

102 健康教育 

（事故予防等） 

子どもが病気になった際の応急的なケ

アの方法、誤飲や転落・転倒、やけど

等、家庭内での乳幼児の事故予防等、

子どもの健やかな成長を支援するた

めの健康教育の推進を図る。 

2,183 
パンフレット配布数 

          744件

4 か月児健診時に受診者全員に

事故防止のチェックリストやパン

フレットを配布し啓発を行ってい

る。 

健康 

増進課 

28決算額 

2,010 
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② 食育の推進 

(ⅰ) 食育に関する啓発の推進                                                                   単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

005 

（再） 

両親教室（母子

保健）

新しく生命を宿した妊婦の食生活につ

いては、その胎児の健康に影響を及

ぼすものと考えられることから、両親

教室のなかで、妊娠期における食育に

関する情報提供や啓発を推進する。 

421 
実施回数    6回 

受講者数  延49名 

参加者数は 49 名。毎回定員には

満たないが、参加者には好評。 

健康 

増進課 

28決算額 

254 

103 食育推進計画 

重点施策 2

母子保健事業や保育所、学校保健事業

などの関係機関の連携のもと、乳幼児

期から思春期にわたる各発達段階に

応じ、正しい食習慣が身につくよう望ま

しい食生活や食に関する情報提供や

啓発を推進するとともに食育推進計画

を検討する。 

－ 
献立作成部会を年間

11 回開催。国や府の

食育に関する情報や

各校の食育推進状況

を共有。 

市内全小・中学校において「食育

全体計画」を作成。家庭科や給食

指導を中心に食育の充実を図っ

た。 

学校教育

推進課 

28決算額 

－ 

－ 

庁内会議実施  2回 庁内関係機関で年代ごとの取組

み状況の情報共有を行った。 

健康 

増進課 

幼児 

保育課 

学校教育

推進課 

28決算額 

－ 

(ⅱ) 食育に関する学習機会の充実                                                                単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

104 離乳食講習会 ごっくん期として、年11回初期から中

期の離乳食の進め方の講話と試食、

保健指導を実施。かみかみ期とし

て、年 6 回後期から完了期の離乳食

の進め方の講話と調理実習を実施。

乳幼児期から正しい食習慣を身につけ

ることができるよう講習内容の充実を

図る。 

578 

ごっくん期 

受講者     288名 

かみかみ期 

受講者      92名 

受講者数は、ごっくん期は 27 年

度とほぼ同様、かみかみ期も前

年度並。 

健康 

増進課 

28決算額 

604 

1歳6か月児 

健康診査にお

ける食育 

1歳6か月児健康診査時に幼児食の

フ－ドモデルを展示やおやつの量・

選び方のパンフレットを配布。希望者

には個別指導も実施。 

望ましい食習慣の啓発を推進する。 

3,419 1歳6か月児健診 

            24回 

受診者数     811名 

幼児食に移行していく時期に、受

診率の高い1歳6か月児健診の

機会を利用して効率的に啓発を

行っている。 

（27年度施策内容:おやつの試食） 

28決算額 

3,470 

105 保育所食育推

進事業 

栽培、調理保育、食材の展示等を通し

て食物に興味を持ち、食べることの大

切さなど食に関する情報提供や啓発を

推進する。 

－ 
保育所・園で菜園計

画、調理保育計画に沿

って実施し、又食材も

展示した。 

子ども達の食に対する興味を引

き出すように、育てる、見る、触

れる、香る、味わう事が出来た。 

幼児 

保育課 

28決算額 

－ 

106 小・中学校の

家庭科授業 

家庭科授業において、正しい食習慣が

身につくよう食生活の健康に及ぼす影

響や調理を含めた食育の学習を小・中

学校で推進する。 

－ 
全小中学校で年間計

画に沿って、家庭科指

導を実施。 

食事の役割や栄養についての基

礎的な知識・技能を児童生徒が身

につけ、正しい食習慣の形成に

寄与している。 

学校教育

推進課 

28決算額 

－ 
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③ 小児保健医療体制の充実 

(ⅰ) 小児保健医療の充実                                                                      単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

107 かかりつけ医

の推進 

かかりつけ医の必要性を啓発し、乳児

後期健診の受診率の向上等により、か

かりつけ医の推進を図る。 

94,045 乳児後期健診 

受診者数    635名 

乳児後期健診をかかりつけ医の

推進と位置づけ、4 か月児健診時

に案内している。 

健康 

増進課 
28決算額 

79,011 

108 広域医療対策

事業豊能広域

こども急病セ

ンタ－ 

豊能地域二次医療圏の広域緊急医

療対策として、豊能広域こども急病セ

ンタ－（箕面市）の運営費の一部を負

担する。 

11,748 
こども急病の患者数 

         2,877名 

27 年度に比べ 293 名減少してい

る。 

健康 

増進課 

28決算額 

11,749 

池田市立休日

急病診療所の 

運営 

池田市立休日急病診療所で日曜・祝

日・年末年始に診療を行うことで身近

での小児の受診体制の充実を図る。 

41,913 受診者数   3,331名 

診療日数     71日 

27年度受診者数     3,198名 

     診療日数       71日 

休日急病 

診療所 
28決算額 

43,585 

109 事故防止の啓

発 

保健事業を実施する際に、パンフレット

の配布など、保護者に対してきめ細か

い事故防止の啓発を図る。 

2,183 パンフレット配布数 

          744件 

4 か月児健診時に受診者全員に

事故防止のチェックリストやパン

フレットを配布し啓発を行ってい

る。 

健康 

増進課 
28決算額 

2,010 

110 結核予防接種 予防接種法に基づく結核予防接種を

実施し、結核の発生及びまん延を予

防する。 

－   平成28 年度から予防接種事業に

統合。 

健康 

増進課 
28決算額 

－ 

予防接種 予防接種法に基づく各種予防接種を

実施し、疾病の発生及びまん延を予

防する。 
309,948 

接種者数  33,651名 

事業冊子  50,000冊 

不活化単独ﾎﾟﾘｵ 2.2% 

四種混合     93.6% 

ｼﾞﾌﾃﾘｱ･破傷風 75.2% 

麻しん・風しん  91.7% 

日本脳炎     96.4% 

子宮頚がん    0.8% 

ヒブ        91.4% 

小児用肺炎球菌91.1% 

水痘        93.0% 

生後2か月までに予防接種の説

明書・予診票を郵送、個人通知を

行い接種率の向上を図っている。 

28決算額 

239,691 

111 小児慢性特定

疾病医療費助

成制度 

厚生労働大臣が定める小児慢性特定

疾病にかかっている児童等について、

健全育成の観点から患児家族の医療

費の負担軽減を図るため、その医療費

の自己負担分の一部を助成する。 

－ 
池田保健所管内の小

児慢性特定疾病承認

数 

         266件 

申請時、保健師が面接を行い、必

要時に療養生活の支援を行った。 

大阪府 

池田保健所

28決算額 

－ 
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3．少子化対策の推進
① 子育ての経済的負担の軽減 

(ⅰ) 子育て家庭への支援の充実                                                                 単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

112 保育所児童エ

ンゼル補助金

交付事業 

公立・私立保育所、認定こども園及び

認定保育施設に通う第4子以上の児童

を対象に、保育料相当分の補助金を支

給することで、保育所入所児童をもつ

家庭の経済的負担の軽減を図る。 

10,800 
対象       26件 近年の交付件数は横ばいであり、

多子世帯の定住を促進している。 

幼児 

保育課 

28決算額 

7,638 

113 幼稚園児エン

ゼル補助金交

付事業

公立及び私立幼稚園に通う第4子以上

の幼稚園児の保護者を対象に、補助金

を支給することで経済的負担の軽減を

図る。 

2,112 4歳児          5名 

5歳児          2名 

年度により人数に増減はあるが、

多子世帯への負担軽減に寄与して

いる。 

総務・ 

学務課 
28決算額 

820 

幼稚園児エン

ゼル補助金交

付（私立幼稚

園）事業 

880 
4歳児       5名 

5歳児       7名 

近年の交付件数は横ばいであり、

多子世帯の定住を促進している。 

幼児 

保育課 

28決算額 

881 

114 エンゼル祝品

交付事業 

平成 9 年度より、市民の出産を祝福す

るとともに、次代を担う子どもたちの健

やかな成長を願い子育てを支援するこ

とを目的に、26年度からは第1子以上

に拡充し、新生児を出産された方に「エ

ンゼル祝品」を交付する。29 年度より

第3子以上出生された方には5万円に

拡充する。 

7,900 

28年度実績 

第1子      244名 

第2子      213名 

第3子       71名 

第4子以上   14名 

ほぼ達成できた。 総合 

窓口課 

28決算額 

2,710 

 (ⅱ) 教育費等の負担軽減                                                                                                     単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

115 就学就園助成 奨学金を支給することで保護者の経済

的負担の軽減を図る。 10,528 

奨学金 

 ・大学生 26名 

 ・高校生 175名 

武田育英資金 

 ・小学生 10名 

 ・中学生  5名 

就学に当たり経済的な援助を必要

とする世帯は依然として多く、今後

とも本事業の継続が必要である。 

総務・ 

学務課 

28決算額 

9,328 

116 私立幼稚園就

園助成事業 

(私立幼稚園就

園奨励費・保

護者補助金) 

私立幼稚園に就園させている保護者

の経済的負担の軽減を図る。 129,478 
就園奨励費補助金 

773名 

保護者補助金 

788名 

一定数の対象者への支給を維持し

ており、保護者の経済的な負担の

軽減に寄与している。 

幼児 

保育課 

28決算額 

138,815 

(ⅲ) 医療費等の助成                                                                         単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

117 児童医療費助

成

15 歳の年度末までの児童に係る医療

費の一部を助成し、健康の維持・回復

に努めるとともに、医療にかかる経済

的負担の軽減を図る。 

310,197 
受診件数 167,877件 満15歳までの児童13,346名に医療

証を交付した。 

保険 

医療課 

28決算額 

301,021 

118 保険給付事業

（国民健康保

険・出産育児

一時金の支

給） 

被保険者の出産に関し、条例により出

産育児一時金（1児につき42万円）を支

給する。 

50,400 
支給件数    89件 

差額未申請    2件 

差額支給未申請の対象者に対し、

文書や電話で申請を勧奨すること

により、未申請の件数が減少した。 

国保・ 

年金課 

28決算額 

37,609 
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(ⅳ)児童手当の支給                                                                          単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

119 児童手当 家庭生活の安定に寄与するとともに児

童の健やかな成長を願って支給する

児童手当について、制度の広報・普及

に引き続き努める。 

1,658,282 
支給件数 

      151,701件 

支給額 

   1,569,015,000円 

支給日と現況届のお知らせを広報

誌で周知（広報掲載6・10・2月）。 

子育て 

支援課 

28決算額 

1,573,338 

② 定住・少子対策関連施策の推進 

(ⅰ) 新婚家庭の生活支援の充実                                                                 単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

120 結婚祝品交付

事業

市民の結婚を祝福し、本市を愛する意

識と定住指向を醸成し、活力あるまち

づくりに資することを目的に、本市に婚

姻届を届け出された市内在住の新婚

家庭に結婚祝いの記念品を交付する。 

－ 
 平成27年度で終了。 総合 

窓口課 

－

121 結婚祝品利用

券の贈呈

市民が婚姻届を出された場合、市内商

工業者の協力により、結婚のお祝いと

して結婚祝品利用券を贈呈する。 

－ 婚姻祝い届出時に

利用券を贈呈。 

発行枚数 358枚 

利用枚数 175枚 

市内業者と共に定住施策に取り組

めており、利用者にも好評である。 

地域 

活性課 

28決算額 

－ 
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第3節  仕事と生活の調和を実現できる環境づくり 
1．子育てと仕事が両立できる就労環境の整備・充実  
① 継続就労可能な職場環境整備への働きかけ 

(ⅰ) 育児休業制度等の諸制度の普及・啓発                                                          単位：千円  

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

122 育児・介護休

業制度の普及

活動の促進 

事業所を対象に、育児休業や介護休業

などを取得することへの理解と協力を

図るため、パンフレットや研修会などを

通じ制度の普及・定着を推進する。 

－ 
ポスタ－の掲示 取り組みは特になし。 子育て 

支援課 

28決算額 

－ 

② 多様な就労形態への働きかけ 

(ⅰ) 労働時間の短縮と勤務の弾力化の促進                                                         単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

123 パ－トタイム

労働者などの

労働条件の整

備

事業所を対象に、国・府の普及パンフ

レットや資料の配布などにより週40 時

間労働に関する啓発・広報活動に努

め、労働時間の短縮を促進する。 

－ 
最低賃金の改正情報

等を市広報誌に掲載し

た。 

広報誌への掲載の他、豊中市、箕

面市とタイアップしたセミナ－の

開催等により、広く周知が行えた。 

地域 

活性課 

28決算額 

－ 

124 多様な就労形

態で働く女性

への意識啓

発

事業所を対象に、家庭と仕事の両立を

図り、ゆとりある生活が送れるよう、フ

レックスタイム制や子育て期の短縮時

間勤務、在宅就労など多様な勤務形態

導入への働きかけに努める。 

－ 
パンフレット配布等 国をはじめ、関係機関からのパン

フレットの配布、ポスタ－の掲示

などによる啓発を実施。 
28決算額 

－ 

(ⅱ) 就労への支援                                                                                                             単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

125 地域就労支援

事業 

就労困難者の様々な阻害要因に対し、

市が一人ひとりに応じた就労支援メニ

ュ－を提供し、阻害要因の克服や就労

意欲の助長を図り、雇用・就労につな

げる。 

また、就労相談に携わるコ－ディネイ

タ－の資質の向上や就労支援メニュ－

の充実、並びに地域の関係機関との一

層の連携を図る。 

200 

広報・ＨＰへの掲載、

フィ－ルドワ－ク形式

のセミナ－開催により

支援内容の周知に努

めた 

相談件数    49件 

周知によるニ－ズの掘り起こしに

成果が見られた。 

地域 

活性課 

28決算額 

184 
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2．仕事と生活の調和の実現に向けた市民啓発   
① ワ－ク・ライフ・バランスの理解啓発の推進 

(ⅰ) ワ－ク・ライフ・バランス意識の啓発                                                            単位：千円

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

126 就業と家庭責

任の両立支援 

就労による経済的自立が可能であり、

また、健康で豊かな生活のための時

間が確保され、多様な働き方、生き方

が選択できる社会、いわゆる、「仕事と

生活の調和」の実現について、その理

念の周知や実現を阻害する性別役割

分担意識の解消等の啓発に努める。 

－ 

パンフレットにより啓

発。 

「幼少年期からの男女共同参画」

と題しパンフレットを作成し、人

権・文化国際課及び市内機関に

配布。 

人権・文化

国際課

28決算額 

－ 

(ⅱ) 家庭と子育ての両立支援がしやすい職場環境の整備への働きかけ                                      単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

127 事業所内保育

所設置への働

きかけ

ワ－ク・ライフ・バランスの実施に向け

た取り組みを支援するため企業や商

店等に各地域の子育て支援担当課者

が出前講習会を実施する。 

－ 
出前講習会は実施し

ていない。 

企業主導型保育事業の創設に伴

い、問合わせ件数も増えたが、当

事業に係る事務は児童育成協会

であり、本市が主体となるのは困

難である。 

幼児 

保育課 

28決算額 

－ 

128 事業主に対す

る啓発活動の

強化 

事業所を対象に、就労者が家庭生活と

仕事を両立しながら十分に能力を発揮

して働くことができる就労環境の必要

性を啓発していく。また、就労者が家庭

と仕事を両立できるよう十分配慮し、男

女の均等な処遇の徹底に向けて、関係

機関と連携しながら事業主に対する啓

発活動を強化する。 

－ 

パンフレット配布等 国をはじめ、関係機関からのパン

フレットの配布、ポスタ－の掲示

などによる啓発を実施。 

地域 

活性課 

28決算額 

－ 

②男女共同参画に関する啓発の推進 

(ⅰ) 男女共同参画の意識づくり                                                                  単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

129 学校・園にお

ける男女平等

教育 

教職員等に対する男女共同参画の意

識啓発を充実し、学校・園における男

女平等教育の推進を図る。 

－ 
教科学習、総合的な学

習の時間をはじめ、全

ての教育活動の中で

実施した。 

池田市教育委員会や大阪府教育

委員会作成の教材資料等を活用し

た指導を実施。さらに人権ポスタ

－展の公募を行って、子どもたち

の意識の向上を図った。 

学校教育

推進課 

28決算額 

－ 

130 男女共同参画

啓発事業 

男女がともに仕事と家庭責任を両立し

ながら、自分らしい生き方を選択でき

る社会の実現をめざし、固定的な役割

分担意識の解消を図る啓発を推進す

る。 

1,159 
11 月に市民フォ－ラ

ム、2 月に男女共同参

画講演会を開催。 

啓発パンフレットを

3,000部作成 

「学んでみよう！いけだ流男女共

同参画」と題し、市民フォ－ラムを

開催し、啓発パンフレット「幼少年

期からの男女共同参画」を作成・

配布を行った。 

男女共生サロン主催の男女共同

参画講演会を開催した。 

人権・文化

国際課

28決算額 

181 

(ⅱ) 男女共同参画の推進                                                                                                     単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

131 男女共同参画

貢献に対する

顕彰 

男女共同参画に貢献、活躍した個人・

グル－プ・事業者の顕彰制度（オ－ブ・

池田賞）を設け、男女共同参画社会づく

りを推進する。 

26 
応募なし  人権・文化

国際課

28決算額 

0 
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3．子育てと仕事が両立できる保育環境の整備・充実   
① 多様なニ－ズに応える保育サ－ビスの推進 【再掲】 

(ⅰ) 保育内容の充実                                                                         単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

074 

（再） 

地域開放・所

(園)庭開放 

公私立の保育所（園）において、在宅

の就学前児童の親子に所庭を開放し、

親子の交流の場を提供するとともに、

子育て相談の充実を図る。また幼稚園

では未就園の子ども同士が互いに遊

び交流できる場を提供するとともに、

幼稚園を地域の教育センタ－として機

能の充実に努める。 

－ 

ほぼ毎日開放してい

るところ、曜日を決め

ているところとさまざ

まである。保育所（園）

前の掲示板などで周

知。 

地域開放 公立185回 

所庭開放 公立852回 

地域の児童及びその保護者の交

流や相談など支援の充実に努め

た。入所児童数の増加により、開

放する時間帯を少し絞って、安全

面にも配慮することで、より安心し

て親子で遊べる場として定着して

いる。 

幼児 

保育課 

28決算額 

－ 

地域交流・園開

放（あそびの広

場） 

－ 
各園で工夫して実施。

広報「いけだ」に年間3

回実施日時等を掲載。 

未就園児に遊びの場を提供し、互

いの交流を促すとともに、子育て

支援として、保護者に相談・交流

の場を提供することに寄与してい

る。 

学校教育

推進課 

(幼稚園) 
28決算額 

－ 

079 

（再） 

保育所保育内

容の充実 

子どもの人権意識を培い、豊かな感性

や創造性を育むために、年齢や発達

に応じたきめ細かな保育内容の提供を

図る。また、各所（園）が特色のある保

育を推進し、保育の質の向上に努め

る。 

－ 

各保育所、認定こども

園で環境保育や育児

担当制、運動遊び、音

楽遊び等、それぞれ

に工夫し保育の質の

向上に努めている 

（公立4所1 園、私立

保育園 13 園、私立認

定こども園1園） 

人権保育を基盤とした保育課程の

もと、各所園とも自主的に研修に

取り組んでいる。また、幼保一体

化に向け学校教育導入研修に取り

組んでいる。 

幼児 

保育課 

28決算額 

－ 

 (ⅱ) 多様な保育サ－ビスの充実                                                                単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

080 

（再） 

保育所入所事

業 

重点施策 4

潜在的な保育需要にも対応できるよ

う、池田市子ども・子育て支援事業計画

に基づき、保育所等の施設整備及び認

定こども園の整備を進め、待機児童を

発生させないよう努める。また、保護

者の就労形態やライフスタイルに合わ

せ、乳児保育・延長保育・休日保育など

の保育サ－ビスの拡充に努める。さら

に、認定保育施設に対する財政的支援

や保育ステ－ションを活用した送迎保

育などにより保護者の利便性の向上を

図る。 

1,634,505 

市内公立 4所・1園 

市内私立  14園 

 児童数 1,502人 

待機児童解消保育事

業：ふくまるキッズ園・

カルガモ・ポンポコ 

述べ  19人/月平均 

保育需要に応じたサ－ビスを提供

できた。 

幼児 

保育課 

28決算額 

1,404,300 

081 

（再） 

乳児保育 全公・私立保育所（園）において、生

後 57 日目からの産休明け保育を実

施する。（石橋保育所・さつき保育園・

こうせい保育園、きらきら保育園を除

く） 

－ 
0歳児の入所は公立3

所１園、私立11園をあ

わせ実人数151名。 

産休明け保育のニ－ズに対応で

きた。 

幼児 

保育課 

28決算額 

－ 

082 

（再） 

時間外保育事

業（延長保育 

事業） 

就労形態の多様化に対応した保育サ

－ビスを提供するため、全公・私立保

育所（園）で午前7時から午後7時ま

での 12 時間保育を実施することで、

サ－ビスの充実を図る。（但し、中央

保育園、宣真認定こども園について

は一部午後8時まで） 

－ 

市内全保育所等で実

施している。 

利用実人数 

公立4所1園 338名 

私立    14園 707名 

多様な就労形態に対応し、子育て

への支援を図っている。 

幼児 

保育課 

28決算額 

－ 
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082 

（再） 

幼稚園の預か

り保育 

教育時間以外の時間帯における保育

を実施することにより、幼児の心身の

健全な発達を図るとともに保護者の

子育てを支援する。預かり保育の対

象は、幼稚園に在園する園児のうち、

保護者が預かり保育を希望する園

児。保育時間終了後、午後6時まで。

（休日及び幼稚園の休日は除く。） 

2,925 

入園説明会や入園式

に実施要領を配布し、

子育て支援などを目

的に預かり保育を実

施していることを周

知。 

常時預かり   346名 

臨時預かり 1,467名 

（各延べ人数） 

近年、利用人数は増加傾向にあ

り、今後とも保護者の子育てを支

援していく。 

総務・ 

学務課 

28決算額 

4,153 

083 

（再） 

休日（日曜日・

祝日）保育

保護者の勤務等により、日曜日・祝日

に保育に欠ける児童を保育ステ－シ

ョン「カルガモ」で保育を実施し保育

サ－ビスの充実を図る。 

1,813 
一日平均    4.9 名 

延べ利用者数 331名

保護者の多様な就労形態等に対

応し、子育て支援の推進に努め

た。 

幼児 

保育課 

28決算額 

1,813 

084 

（再） 

送迎保育ステ

－ション事業 

（カルガモ・も

りもりキッズ） 

古江保育所、私立細河保育園、ふし

お台保育所に入所している児童の

朝・夕の送迎拠点として、池田駅前保

育ステ－ション「カルガモ」を活用し、

保護者の保育所までの送迎の負担

軽減と、利便性の向上を図る。 

14,194 

月平均登録人数41名 

延べ利用数  9,027名 

保育所等入所希望の選択肢を増

やすことで、待機児童の解消に貢

献するとともに、保護者の送迎の

軽減を図ることができた。 

幼児 

保育課 

28決算額 

14,194 

石橋保育所、なかよしこども園に入所

している児童の朝・夕の送迎拠点とし

て、送迎保育ステ－ション「もりもりキ

ッズ」を活用し、保護者の保育所まで

の送迎の負担軽減と、利便性の向上

を図る。 

14,683 

月平均登録人数23名 

延べ利用数  5,326名 

保育所等入所希望の選択肢を増

やすことで、待機児童の解消に貢

献するとともに、保護者の送迎の

軽減を図ることができた。 
28決算額 

12,330 

085 

（再） 

認定保育施設

への運営支援 

待機児童解消のため貢献している認

定保育施設を 2 施設認定し、運営の支

援を行う。 

－  平成27年度までの事業。 幼児 

保育課 
28決算額 

－ 

② 放課後児童対策の充実【再掲】 

(ⅰ) 留守家庭児童会の充実                                                                    単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

086 

（再） 

留守家庭児童

会運営事業 

保護者の就労意向の高まりに伴うニ－

ズの増大に対応するとともに、小学校

内の留守家庭児童会において、障が

い児を含めた受け入れ体制の充実を

図る。 

また、活動内容・指導員の資質の向上

に努め、子どもたちの生活指導、遊び

指導等の充実を図る。 

8,211 

事業参加児童 

延べ   111,064名 

年間288日運営、利用時間最大で

19 時まで。12 児童会 666 名で実

施。 

子育て 

支援課 

28決算額 

7,268 

 (ⅱ) 地域との連携                                                                                                             単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

087 

（再） 

子どもの居場

所づくり推進

事業及び放課

後子ども総合

プラン 

子どもたちが、安全で安心してスポ－

ツや文化活動などの様々な体験活動

ができるよう、地域の大人たちが積極

的に子どもたちと関われるよう、活動

内容の充実を図る。 

5,032 

指導者参加数4,162名 

子ども参加数37,207名 

実施回数    483回 

大人と子ども間の交流も含めて子

ども達が放課後を有意義に過ご

せる事業として定着。 

放課後子ども総合プランの策定に

伴いなかよし児童会との連携を更

に図る必要あり。 

教育 

センタ－

28決算額 

3,753 
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第4節 子どもがのびのび育つ安全・安心な環境づくり 
1．子育て家庭が安心して生活できる環境の整備・充実
① 居住環境の整備・充実 

(ⅰ) 快適で安全な住環境づくり                                                                  単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

132 狭隘道路整備

促進補助事業 

狭あい道路の解消に努め、私有地の

後退部分の整備等に対する助成を行

い安全で良好な住環境の推進を図る。 

6,000 6件 

148.04㎡ 

道路後退部分について、事前協

議を行い、助成を行った。 

道路・ 

河川課 
28決算額 

5,252 

(ⅱ) 住宅対策の促進 【再掲】                                                                   単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

037 

（再） 

母子・父子住

宅 

市営住宅条例の申込資格の全ての

条件を満たし、かつ母子及び父子並

びに寡婦福祉法第6条の適用を受け

ている母子・父子世帯に対し、低廉な

家賃の市営住宅を提供する。 

【福祉住宅】母子・父子住宅の対象 

池田市営井口堂住宅のうち12戸 

アルビス五月丘のうち2戸 

［平成15年5月より］ 

アルビス緑丘のうち2戸 

[平成22年12月より] 

－ 

新規      3件 

退去      3件 

29年3月現在 

入居世帯数   16件 

入居希望登録数  

20件 

入居希望登録は毎年更新。広報

誌に掲載 

子育て 

支援課 

(まちづくり

・交通課） 

28決算額 

－ 

054 

（再） 

重度障がい者

住宅改造助成 

住宅改造費を助成することにより、心

身障がい者（児）の住み良さと生活の

向上を図る。 

200 申請        2件 住宅改造費を助成することによ

り、心身障がい者（児）の生活の

向上が図られている。 

障がい 

福祉課  
28決算額 

400 

② 子どもと子育てに配慮したまちづくりの推進 

(ⅰ) 福祉のまちづくりの総合的な推進                                                             単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

133 交通安全施設

整備事業 

高齢者や視覚障がい者（児）並びに車

いす利用者の安全通行を図るため、不

法占拠物の撤去を行う。 

また、通行安全確保のため道路照明、

防護柵など交通安全施設を整備する。 

25,000 
カ－ブミラ－  27基 

交差点カラ－化  

45.6㎡  

歩道舗装   397.6㎡ 

生活道路をより安全に利用でき

るよう、カ－ブミラ－の設置や交

差点カラ－化等を行った。 

道路・ 

河川課 

28決算額 

31,465 

(ⅱ) 子どもや子ども連れなどに配慮した公共施設の整備の促進                                                              単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

134 ｢赤ちゃん 

ステ－ション｣

設置事業

保育所・幼稚園などの公共施設等を

「赤ちゃんステ－ション」に指定し、オ

ムツ替えや授乳などのために立ち寄

ることができるようにしていく。 

－ 
池田市内設置 

21か所 

パンフレット等で設置場所を案

内。 

子育て 

支援課 

28決算額 

－ 

キッズコ－ナ－

設置事業

乳幼児づれの来庁者を支援するため、

庁舎 4 階にキッズコ－ナ－を設置す

る。 

－ 1日平均10組前後 子どもが遊んでいる様子を見な

がら、安心して手続きや相談が

できている。 
28決算額 

－ 
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135 安全な遊び場

の提供 

老朽化した遊具施設を改修し、幼児・児

童に安全な遊び場を提供するととも

に、子育て世代の利用者同士が情報交

換を行える場を提供することで、子育

て世帯に魅力ある公園整備に努める。 

44,000 

地域コミュニティおよ

び自治会等に対し、工

事実施前に工事概要

を記載した周知ビラを

配布している為、地域

住民の周知度は高

い。 

公園施設長寿命化計画に基づ

いた公園遊具のリニュ－アル工

事や老朽化した公園施設の修繕

工事を随時実施している為、幼

児・児童を子どもに持つ子育て

世代が安全かつ安心して利用出

来る公園に整備されている。 

公園 

みどり課 

28決算額 

85,886 

 2．子どもが安全・安心に活動できる地域環境の整備・充実   
① 子どもに安全な交通対策の推進 

(ⅰ) 交通安全教育の推進                                                                      単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

136 交通安全教

室

保育所・園や幼稚園、小学校において、

池田警察署と交通安全協会の協力のも

と、講話やビデオ、実技指導などによる

交通安全教室を開催し、子どもが正しい

交通ル－ルを学び、交通事故の防止に

つながるよう啓発活動を引き続き推進

する。 

－ 
教室参加人数 

小学校  1,957名 

幼稚園   806名 

保育所   749名 

保育園、幼稚園、小学校だけでな

く、その保護者に対しても子ども

の手本となるよう交通安全教室を

実施した。 

まちづくり

・交通課 

28決算額 

－ 

－ 教室参加人数 

 公立5所   299名 

池田警察・交通安全協会による実

技指導など、交通ル－ルをわかり

やすく知ることができた。 

幼児 

保育課 
28決算額 

－ 

－ 
各小学校において、

春・秋の2回実施。 

各中学校において 1

回実施。 

幼稚園で1回実施。 

園児・低学年児童対象に歩行者

（春）、中学年児童対象と中学生対

象に自転車（秋）教室、子ども達の

交通安全への理解と意識が向上。 

学校教育 

推進課 

28決算額 

－ 

137 交通安全啓

発事業

交通事故防止及び交通マナ－向上のた

め、全国交通安全運動期間を中心とした

広報・啓発活動や自転車免許教室の実

施をはじめとした、自転車マナ－アップ

運動等の子通安全教育を展開する。 

5,418 

自転車免許証交付枚数

          896枚 

幼児用ヘルメット配布 

個数       436個 

自転車免許証の交付やヘルメット

の無料配布によって、自転車の安

全利用に対する意識の向上を図

ることができた。 

まちづくり

・交通課 

28決算額 

5,304 

(ⅱ) 安全な交通環境の整備                                                                                                    単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

138 違法駐車等防

止事業 

違法駐車・迷惑駐車防止のための啓発

を行うとともに、自動車等に係る駐車施

設の確保に関する指導基準に基づき

指導を行い、駐車場の確保に努める。 

－ 
指導台数    182台 違法・迷惑駐車台数は、池田駅周

辺、石橋駅周辺ともに減少傾向に

ある。今後も継続的な対策が必

要。 

まちづくり

・交通課 

28決算額 

－ 

放置自転車等

対策事業（池

田・石橋駅周

辺） 

池田・石橋駅周辺における自転車等

の放置防止指導及び移動・保管・返

還等を行い、駅周辺の良好な生活環

境を保持する。 

32,493 

移動保管台数 

2,243台 

池田駅周辺に関しては昭和 61 年

度の事業開始時に比べ大幅に減

少した。石橋駅周辺に関しては減

少しているが、近隣店舗利用者の

一時放置が依然として多い。近隣

店舗への放置防止協力要請等も

併せて行う必要がある。 

28決算額 

29,809 
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② 子どもを犯罪や災害等の被害から守るための対策の推進 

(ⅰ) 防犯・防災意識の醸成                                                                     単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

139 防犯教室 大阪府警生活安全指導班の協力によ

り、人形劇などによる具体的な場面を

通して幼児に痴漢や誘拐などの悪質

な犯罪から身を守るための方法を学

ばせ、防犯意識の向上を図る。 

－ 
実施回数      3回 

参加人数    228名 

「知らない人にはついて行かな

い」「大きな声を出して助けを呼

ぶ」など実地練習をすることで、

自分の身を守るための第一歩を

学ぶことができた。 

幼児 

保育課 

28決算額 

－ 

140 防災教育の 

推進 

市内の保育所、幼稚園、小・中・高等学

校、特別養護老人ホ－ムからの要請

により消防訓練や施設見学を通して通

報、消火、避難訓練等の防災教育を推

進する。 

－ 
実施回数     67 回 

参加人員  8,495 名 

防災教育の向上を目指し、今後

も継続。 

消防署 

28決算額 

－ 

141 防火防災意識

啓発 

市内の幼稚園・保育所及び幼年消防ク

ラブに出向き視聴覚教材による防火安

全指導を実施し、防火防災意識の啓発

を図る。 

0 
実施回数     28 回 

参加人員  2,439 名 

園児、保護者を対象に花火によ

る防火安全指導を行い、例年ど

おりの成果があった。 

消防本部 

予防課 

28決算額 

0 

歳末防火意識

啓発 

地域活動の一環として、子ども会や

ボ－イスカウトに、夜警並びに夜回り

警戒を行ってもらうことで、少年期の

火災予防思想を高めるとともに、地域

への歳末における防火意識の啓発を

図る。 

－ 

子ども会 

    8団体 260名 

ボ－イスカウト 

    4団体 100名 

子ども達が夜警等を実施するこ

とにより、地域の歳末防火啓発

に対する意識の高揚と防火意識

の啓発が図れた。 

消防本部 

総務課 

28決算額 

－ 

(ⅱ) 防犯・防災体制の強化                                                                  単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

142 市民安全のつ

どいの開催 

地域安全活動の充実や防犯活動の促

進を図る。 
150 8月20日に「市民安全

のつどい」を開催し

た。 

約 80 名が参加し、「平和で安全

なまち池田」の実現を誓った。 

危機 

管理課 
28決算額 

150 

防犯委員会補

助事業 

警察、関係機関、関係団体と協力し、

地域住民と一体となって防犯活動を

推進し、地域で自主防犯活動の推進

を図る。 

2,500 
5月31日に「池田市防

犯委員会理事会（総

会）」を開催した。 

防犯委員会への活動助成を行っ

た。 

28決算額 

2,500 

143 子ども見守り隊

の設置 

安全で安心して子育てができるよう

にするため、又は、子どもの健全な

育成のために、地域で必要であると

思ったことについて、自らの意思によ

り、池田市に連絡、報告又は提言を

行う、登録制の子ども見守り隊を設置

する。 

－ 

H28新規登録者 2名 

総登録者      55名 

隊員数は概ね一定の人数を維持

しているが、今後も事業を継続

し、より効果のあるものとするた

め、隊員数の確保に努める。 

子 ど も ・

若者政策課

28決算額 

－ 

シティ－・ガ－

ド対策事業 

学校・地域・警察との連携を強化し、安

全な地域コミュニティづくりを推進す

る。 

－ 月～金曜日に市内を

安全パトロ－ル車で

巡回した。 

小中学校の校務員が安全パトロ

－ル隊と同様のパトロ－ル服を

着用し、校内の安全監視を行っ

た。 

危機 

管理課 
28決算額 

子ども110番の

旗の配布 

子どもたちが犯罪に巻き込まれる事

件が多発したことから、子どもたちが

助けを求めて飛び込める「子ども 110

番の家」に協力の体制をつくり、子ど

もたちを犯罪から守る運動に小旗の

提供など支援する。 

－ 

小旗配布数1,388本 

（平成29年3月末 

現在） 

「子ども 110 番の家」に賛同する

個人・事業者への小旗の提供を

行った。 

28決算額 

－ 
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143 セ－フティ－・

キ－パ－対策

事業 

市域の児童施設を中心に(特に小学

校の下校時を重点)安全パトロ－ル隊

が巡回し、安全監視を行うことにより

犯罪防止や非常事態への対応を図

る。 

－ 
池田警察署より講師

を招き、パトロ－ル隊

員を対象に青色防犯

パトロ－ル講習を4月

14日に実施した。 

青色防犯パトロ－ル車４台で学

校園・保育所等 57 施設、主要公

園26か所のパトロ－ルを実施し

た。 

危機 

管理課 

28決算額 

－ 

144 子ども安全対

策事業 

登下校時における犯罪発生を想定し、

新 1 年生に防犯ブザ－を無償配付し、

学校と地域、関係機関が一体となって

学校安全を確保するため、見守り隊の

方との連携を図る。 

さらに、全小学校において、子どもたち

の安全・安心な登下校をより一層確保

するため、IC タグを無償貸与し、登下

校状況を素早く確認できるシステムを

導入する。 

3,908 

安全対策用品として、

新1年生へ防犯ブザ

－の無償配付及び希

望する全児童にICタ

グの無償貸与。  

子どもの安全見守り

隊1,000人分の保険

料。  

幼稚園非常通報警備 

業務の委託。 

児童の安全・安心な登下校をより

一層確保するため、安全教育及

び安全対策の充実を図るため

に、今後も継続。  

また、子どもの安全見守り隊の

方々が安心して活動できる環境

を整えることができた。 

教育 

センタ－ 

28決算額 

3,782

145 防災訓練の 

実施 

災害時に備え、防災訓練を実施する。 
500 

11 月18 日に「豊能地

区3市2町防災訓練」

を実施した。 

防災訓練参加者339名のうち、池

田市から57名参加した。 

危機  

管理課 
28決算額 

500 

消防訓練指導 市内の保育所・幼稚園・小学校等から

の要請による消防訓練・施設見学を

通じて、災害発生時に備え、集団の

中で協力・協調し、生命身体を守る能

力を養う。 

－ 
実施回数     49 回 

参加人員  8,038 名 

災害発生時に、自らの生命身体

を守る能力を養うため、今後も継

続。 

消防署 

28決算額 

－ 

146 防災対策の 

推進 

市内小学校の転用可能教室を備蓄倉

庫として活用し、重要物資の備蓄を行

う。 

－ アルファ米 2,800 食を

備蓄した。 

地震時の指定避難所となる小学

校を中心に備蓄を進めた。 

危機 

管理課 
28決算額 

－ 

災害情報提供

体制の充実 

災害発生時には、災害情報等の収集

及び市民への速やかな災害情報等の

伝達を行う。 

－ 
防災メ－ル登録者数 

179,458 名 

年々登録者は増加している。 

28決算額 

－ 

③ 有害環境対策の推進 

(ⅰ) 子どもを取り巻く環境の改善活動の推進                                                         単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

147 「社会を明るく

する運動」ポス

タ－・標語の募

集

法務省主唱の“社会を明るくする運動”

の一環として小中学生を対象に「少年

の非行防止」をテ－マにポスタ－と標

語を募集する。 

311 応募作品数 

ポスタ－     880点 

標語         846点 

平成28年度から標語の優秀作品

を「社会を明るくする運動」のパ

ネルに使用し、市内各所に掲示

することで、より多くの方に啓発

できた。 

高齢・福祉

総務課 

28決算額 

289 

066 

(再) 

中学校指導支

援事業

喫煙、万引き等の初発型非行の防止を

図るため、各種青少年育成団体、ＰＴ

Ａ、教員等が連携し、青少年のたまり

場への巡回パトロ－ルや街頭での啓

発活動など、非行防止のための取り組

みを推進する。 

75 

各中学校区、学期毎

に年 3 回の委員会を

開催。 

祭りなどの際の歩道

巡視活動を実施。 

中学校区の教育関係機関と地域

の関係団体が生徒指導上、また

学校安全に関する課題などを共

有するとともに、連携して指導に

当たっている。 

教育 

センタ－ 

28決算額 

75 

148 安心安全な携

帯やネットの

使い方の推進 

安心安全な携帯やネットの使い方の推

進を図る。 － 

市立全小・中学校に

おいて、ネット対応の

専門家による「情報モ

ラル教室」を実施。 

児童・生徒や保護者に対して、情

報機器利用時のマナ－やモラル

の確認をはじめ、ネット犯罪の加

害者にも被害者にもならないよ

う、正しい判断力育成のための

講座・講習会を実施することがで

きた。 

教育 

センタ－ 

28決算額 

－ 
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第5節  子どもの人権を守る環境づくり 
1．子どもの人権が尊重される環境の整備・充実   
① 人権教育の推進 

(ⅰ) 人権教育の推進                                                                         単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

149 池田市人権教

育基本方針 

平成14年1月策定の「池田市人権基本

方針」及び平成17年3月策定の「池田

市人権教育推進プラン」に基づいて、

学校園の人権教育推進を支援してい

く。 

－ 
各学校園へ池田市人

権啓発パンフレット、

人権教育教材等を配

布。 

池田市人権教育基本方針および池

田市人権教育推進プランに基づ

き、各学校園において人権教育推

進計画や人権教育カリキュラムを

作成し、実践している。 

学校教育

推進課 

28決算額 

－ 

150 学校人権教育

推進活動事業 

市内の学校園において同和問題をはじ

め、あらゆる人権問題の解決に向けた

教育を推進するとともに、教職員対象

の研修の実施等、人権が守られる場と

しての学校園づくりを進める。 

859 
学校園における人権

教育の推進や教職員

の人権意識向上のた

めの研修会や研究会

の開催、資料作成、情

報提供。 

全学校園で人権教育研究会を組織

し、計画に沿って人権教育を推進。

校内や学園で研修を実施。また、

府・市教委主催の人権教育研修や

協議会への参加で実践交流を進め

た。 

学校教育

推進課 

28決算額 

1,039 

151 人権擁護啓発

事業 

市民一人ひとりが「人権」を自分自身の

問題として捉え、人権意識を高める市

民の輪を広げるため、地域や各団体に

おける人権リ－ダ－の育成をめざす。 

120 
人権リ－ダ－養成講座

4回 

参加者  延372名 

人権尊重の意識を一層広げるた

め各団体から推薦された人権リ

－ダ－対象の研修会。インタ－ネ

ット/ハンセン病/外国人/子ども

の人権の各テ－マで開催した。 

人権・文化

国際課

28決算額 

120 

(ⅱ) 子どもの権利に関する意識啓発の推進                                                         単位：千円  

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

001 

（再） 

子ども・子育て

会議の運営 

（「子ども条例」

の普及・啓発） 

子どもの権利に対する認識を深めるた

め、「子ども条例」の趣旨の理解促進を

図る広報・啓発活動を引き続き行い、

子どもの権利が保障される地域づくり・

意識づくりを図る。 

82 
会議開催     3回 

委員数      15名 

子育て支援や幼児期の教育・保育

についての率直な議論が行わ

れ、子ども・子育て支援事業計画

及び今後の子育て支援施策の推

進を図った。 

子ども・

若者政策課

28決算額 

50 

(ⅲ) 相談事業等の推進                                                                                                        単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

152 人権等相談事

業 

人権侵害などの相談に対し、迅速かつ

適切な対応を図る。 
3,608 

相談件数   359件 人権被害をはじめ多種多様な相

談に応じるとともに、関係機関と

の連携や訪問活動など積極的な

対応に務めた。 

人権・文化

国際課

28決算額 

3,608 

女性のための

相談 

女性のあらゆる悩みに対し相談に応

じ、適切な対応を図る。 
864 

相談件数    79 件 セクハラ、性暴力、DV等女性のあ

らゆる悩みの相談に、女性相談員

が対応した。 28決算額 

864 

153 ＤＶ相談 配偶者から暴力を受けた被害者の相

談に応じるとともに、各種情報提供な

どを行う。 

－ 相談件数    16件 

（人権・文化国際課 

受付分） 

関係各課のほか、警察や子ども

家庭センタ－とも連携し、適切な

支援を行った。 

人権・文化

国際課
28決算額 

－ 

154 ﾄﾞﾒｽﾃｨｯｸ･ﾊﾞｲｵ

ﾚﾝｽ対策事業 

ＤＶ被害者等を救済するため、緊急

一時保護や緊急避難支援を行う。 
185 適応無し  人権・文化

国際課
28決算額 

0 
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(ⅰ) 子どもが参画できるまちづくりの推進                                                           単位：千円 

施策№ 事業名 事業内容 
29年度 

予算額 

28年度 
担当課 

周知度・利用度(実績) 達成度（評価） 

155 広報誌等発行

(こども広報発

行) 

市のまちづくりに関し、子ども自身が主

体的に意見を表明する権利を尊重した

場や機会の充実を図るとともに、子ど

もの意見を反映したまちづくりを推進

する。 

－ 
隔月で「広報いけだ」

に記事を掲載。 

8 件の団体などを取材し、子ども

目線で紹介した。 

政策 

広報課 

28決算額 

－ 

少年の主張の

開催 

小・中学生が思い考えることを作文で

募集し、優秀作品を主張発表する。 79 
応募者     905名 

発表者      18名 

子どもたちが思いをつづること

で、より深く他人や社会との関わ

りについて考え、社会の一員とし

ての自覚を持ち、正しい行動への

契機とすることができた。 

教育 

センタ－ 

28決算額 

68 

156 ホ－ムペ－ジ

「キッズいけ

だ」 

ホ－ムぺ－ジの池田市子ども向けサ

イト「キッズいけだ」を通じて、自分たち

の住んでいる町に関心を持ってもらう

よう発信していく。 

－ 

      － 

子ども向けサイト「キッズいけだ」

を通じて、分かりやすく池田のま

ちを知ってもらうための情報発信

ができた。 

政策 

広報課 

28決算額 

－ 
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第 1 節 幼児期の教育･保育給付事業・サービスの量の見込み及び提供体制の整備 

子ども・子育て支援法により、池田市子ども・子育て支援事業計画には、「幼児期の学校教育・保

育施設・サービスの量の見込み（必要利用定員総数）」ならびに「量の見込みに対応する教育･保育

施設及び地域型保育事業による確保の内容及び実施時期」を定めています。 

【保育の必要性の認定について】 

 子ども・子育て支援法では、保護者の申請を受けた市町村が客観的基準に基づき、保育の必要性

を認定した上で、給付を支給する仕組みとなっています。 

 認定は次の１～３号の区分で行われます。 

認定区分 対象者 対象施設 
１号認定 満３歳以上の学校教育のみの就学前の子ども 

（保育の必要性なし） 
幼稚園 
認定こども園 

２号認定 満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前の子ども 
（保育を必要とする子ども） 

保育所 
認定こども園 

３号認定 満３歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前の子ども 
（保育を必要とする子ども） 

保育所、認定こども園 
地域型保育事業 

【量の見込みと確保の内容】 

（１）幼稚園、認定こども園（1号認定及び２号認定で幼児期の教育の利用希望が高い利用者） 

  平成 27年度 平成 28年度 

（実績） （予定） （実績） 

１

号 

① 量の見込み（人） 1,589 1,575 1,479 

② 確保の内容（定員・人） 2,144 2,144 2,144 

差（②－①） 555   569  665 

（２）保育所、認定こども園、小規模保育等（２号認定・3号認定） 

  平成 27年度 平成 28年度 

（実績） （予定） （実績） 

２

号 

① 量の見込み（人） 828 823 844 

② 確保の内容（定員・人） 785 785 785 

差（②－①） ▲43 ▲38 ▲59 

３

号 

① 量の見込み（人） 732 727 662 

② 確保の内容（定員・人） 650 640 640 

差（②－①） ▲82 ▲87 ▲22 

第６章 子ども･子育て支援事業 
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第 2 節 地域子ども･子育て支援事業の量の見込み及び提供体制の整備 

地域子ども・子育て事業は、市が地域の子ども・子育て家庭の実情に応じて実施する事業です。

本事業は、子ども・子育て支援法で、下記に示す 13 事業が定められ、各市町村でニーズに応じた

事業を実施することとされています。 

① 利用者支援事業 
② 地域子育て支援拠点事業 
③ 妊婦健康診査 
④ 乳児家庭全戸訪問事業 
⑤ 養育支援訪問事業、子どもを守るための地域ネットワーク機能強化事業 
⑥ 子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 
⑦ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 
⑧ 一時預かり事業 
⑨ 時間外保育事業（延長保育事業） 
⑩ 病児・病後児保育事業 
⑪ 放課後児童健全育成事業 
⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 
⑬ 多様な主体の新制度への参入促進事業 

池田市子ども・子育て支援事業計画に定められた各事業と、量の見込み及び確保の内容は以下の

とおりです。各表の予定に記載の数値は、池田市子ども･子育て支援事業計画において設定したもの

です。 

① 利用者支援事業 

【事業内容】 

（母子保健型） 

市内在住の全ての妊産婦及びその子に対し、妊娠期から出産・子育て期にわたるまでの母子保

健及び育児に関する相談に対応するとともに、特に必要な家庭に対しては、継続的に相談及び支

援を行い、関係機関と調整して適切なサービスに繋げます。 

  【取組状況】   

平成 28年度 

（予定） （実績） 

整備目標(箇所) １ １ 

平成 28年度より、母子保健型利用者支援事業を保健福祉総合センター（健康増進課）で実施。 

平成 29年度より、特定型利用者支援事業を幼児保育課で実施します。 



- 56 - 

② 地域子育て支援拠点事業 

【事業内容】 

親子が交流するための事業を実施し、子育てを応援したり、育児不安や子育ての様々な相談を

受けながら、家庭訪問や子育て支援を行います。 

【量の見込みと確保の内容】 

平成27年度 平成28年度 

（予定） （実績） （予定） （実績） 

量の見込み（利用延人数）(人) 54,461 41,644 52,040 39,674 

確保の内容 受入可能延人数 42,942 42,942 54,942 42,942 

実施箇所(箇所) 4 4 5 4 

③ 妊婦健康診査 

【事業内容】 

妊婦の健康管理の充実、経済的負担の軽減を図ります。 

  【量の見込みと確保の内容】 

平成27年度 平成28年度 

（予定） （実績） （予定） （実績） 

量の見込み（検診受診延人数） 10,164 9,417 9,804 9,415 

確保の内容（検診受診延人数） 10,164 9,417 9,804 9,415 

④ 乳児家庭全戸訪問事業 

【事業内容】 

生後 4 か月までの乳児のいる全ての家庭に、助産師や保健師が家庭を訪問し、保健指導を行

います。 

【量の見込みと確保の内容】 

平成27年度 平成28年度 

（予定） （実績） （予定） （実績） 

量の見込み（訪問対象児童数） 754 655 728 639 

確保の内容（訪問児童実人員） 754 655 728 639 
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⑤ 養育支援訪問事業 

【事業内容】 

養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、保健師・助産師等がその居宅を訪問し、養

育に関する指導、助言等を行い、その家庭の適切な養育の実施を確保するための事業です。 

【量の見込みと確保の内容】 

平成27年度 平成28年度 

（予定） （実績） （予定） （実績） 

量の見込み（支援対象児童数） 95 28 91 47 

確保の内容（訪問児童実人員） 95 28 91 47 

⑥ 子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 

【事業内容】 

保護者が、疾病・疲労など身体上・精神上・環境上の理由により児童の養育が困難となった場

合等に、児童養護施設などで養育・保護を行います。 

【量の見込みと確保の内容】 

平成27年度 平成28年度 

（予定） （実績） （予定） （実績） 

量の見込み（利用児童数×泊） 37 ０ 35 0 

確保の内容（利用児童数×泊） 37 ０ 35 0 

⑦ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

【事業内容】 

地域で子育ての支援をするために、育児の援助を受けたい人と育児の援助を行いたい人がセン

ターを橋渡しに会員登録をし、様々な育児の手助けを行います。 

【量の見込みと確保の内容】 

平成27年度 平成28年度 

（予定） （実績） （予定） （実績） 

量の見込み（利用延人数） 3,247 1,264 3,275 1,546 

確保の内容（利用延人数） 3,247 1,264 3,275 1,546 
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⑧ 一時預かり事業 

【事業内容】 

幼稚園在園児を対象にしたもの（幼稚園型）とそれ以外があります。 

幼稚園型は３～５歳、それ以外は０～５歳を対象に、理由を問わず一時的に子どもを預けるこ

とができるもので、保育所等で実施しています。 

【量の見込みと確保の内容】 

平成27年度 平成28年度 

（予定） （実績） （予定） （実績） 

（幼稚園型）  量の見込み(人) 4,136 2,755 4,091 2,745 

        確保の内容(人) 4,136 2,755 4,091 2,745 

（幼稚園型以外）量の見込み(人) 12,020 1,913 11,670 4,665 

        確保の内容(人) 12,020 1,913 11,670 4,665 

⑨ 時間外保育事業（延長保育事業） 

【事業内容】 

０～５歳を対象に、保育所の開所時間を超えて保育を行います。 

【量の見込みと確保の内容】 

平成27年度 平成28年度 

（予定） （実績） （予定） （実績） 

量の見込み（利用実人員） 320 1,352 312 1,045 

確保の内容

（受入可能） 

定員 320 1,352 312 1,045 

実施箇所 19 17 19 19 

⑩ 病児・病後児保育事業 

【事業内容】 

病中あるいは病気回復期の児童を家庭で保育ができないとき、看護師、保育士がいる専用施設

内で一時的に預かり、保護者の子育てと就労の両立を支援します。対象は０歳児から小学 6 年

生までです。 

【量の見込みと確保の内容】 

平成27年度 平成28年度 

（予定） （実績） （予定） （実績） 

量の見込み（利用延人数） 703 56 685 115 

確保の内容 

（受入可能） 

病児  延人数 － － － 83 

定員 － － － 4 

病後児 延人数 980 56 980 32 

定員 ４ 4 4 4 
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⑪ 放課後児童健全育成事業（留守家庭児童会） 

【事業内容】 

就労などの理由で保護者が昼間家庭にいない児童に、放課後や学校休業中に安心して生活する

場所を提供し、心身の健全な育成を図ることを目的としています。 

【量の見込みと確保の内容】 

平成27年度 平成28年度 

（予定） （実績） （予定） （実績） 

量の見込み（人）※ 841 836 836 831 

確保の内容 定員（人） 668 663 671 666 

実施箇所 13 12 14 12 

※現在実施していない高学年の利用ニーズを含めた数値です。 

高学年への事業拡充は平成30年度以降を予定しています。 

⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

【事業内容】 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日

用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要する費

用等を助成します。 

【取組状況】 

 平成 27年度実績  21件 

 平成 28年度実績  32件

⑬ 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

【事業内容】 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究、その他多様な事業者の

能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進します。 

【取組状況】 

 平成 28年度実績 

新規参入施設等への巡回支援    2 か所


